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令和 6 年度厚生労働厚生労働科学研究費補助金（エイズ対策政策研究事業） 
総括研究報告書 

 
職域における HIV 感染症に関する知識の普及啓発の促進に向けた研究 

 
研究代表者 横幕 能行 

独立行政法人国立病院機構名古屋医療センター エイズ総合診療部長 
研究要旨 
本研究は、2016 年から 2021 年の日本における抗 HIV 療法の治療成績分析を基盤

に、職域における HIV 感染症/AIDS に関する知識普及の実態調査と介入効果の検

証、検査機会の整備、差別・偏見事例の収集・解析を行った。一般市民および企業

従業員への調査、産業医ヒアリング、PLHIV へのアンケート・面接調査を通じて、

知識普及の不足、職場における差別・偏見の実態、啓発資料の限定的効果、検査実

施の障壁を明らかにした。結果は、産業保健業務従事者との連携による持続的かつ

包括的な啓発の必要性を示し、HIV 検査の健診オプション化等など制度的整備の

重要性を示唆している。 
 
Ａ．研究目的 
本研究は、「HIV 感染症およびその併存疾患、

関連医療費の実態把握のための研究」班（野田

龍也博士との共同研究）の一環として、2016 年

から 2021 年における我が国の抗 HIV 療法の

治療成績を分析し、NDB および G-MIS を活用

したモニタリング結果を『Antiretroviral 
therapies and status of people living with 
HIV in Japan（PLOS ONE, in press）』として

報告した。 
この研究により、日本は UNAIDS が掲げる

2025 年の AIDS ターゲットのうち、抗 HIV 療

法の提供とその治療成績に関してはすでに達

成していることが明らかとなった。一方、未解

決の課題としては、HIV 感染症／AIDS（以下

「エイズ」）に関する最新かつ正確な知識の国

民全体への普及啓発が挙げられ、これは、HIV
と共に生きる人々（People Living with HIV: 
PLHIV）および感染リスクにさらされている

人々の QOL 向上、ならびに差別・偏見の撤廃

にとって不可欠である。 
現行のエイズ予防指針では、教育機関、男性

同性間性交渉者（MSM）、医療従事者等におけ

る啓発の重要性が指摘されている。教育機関に

おいては、平成 20 年 3 月に告示された中学校

学習指導要領に基づき、第 3 学年でエイズおよ

び性感染症について取り扱うことが定められ

ており、32 歳以下の国民は中学校でこれらの知

識を学習している。また、MSM や医療従事者

に対する啓発も広く実施されてきたが、依然と

して PLHIV の QOL を阻害する差別・偏見は

根強く残っている。これを解消するためには、

より広く国民一般への正確な知識の普及が不

可欠である。 
職域は、全人口の約 7 割が何らかの被用者保

険に加入していることを踏まえると、啓発活動

の場として極めて重要である。さらに、知識の

普及が職場内にとどまらず、家庭や友人関係な

どへも波及することにより、国民全体への健康

情報の伝播が期待できる。しかし、平成 7 年に



策定された「職場におけるエイズ問題に関する

ガイドライン」の不適切な運用もあり、エイズ

は職場においてタブー視されており、産業保健

業務従事者による取り組みもほとんど見られ

ない。その結果、職域において不利益を被って

いる PLHIV も少なくない。 
そこで本研究では、産業保健業務従事者との

連携を通じて、職域における PLHIV の QOL
向上を阻害する要因を明らかにし、正確な知識

の普及啓発を推進することにより、これらの課

題の解決を試みる。 
本研究は、以下の3つの柱を中心に展開する。 
柱 1：職域におけるエイズ等に関する知識の

普及啓発 
市中および職域における知識普及度の実態

調査と、それに対する介入の効果検証を行う。 
柱 2：職域におけるエイズ等の検査機会の整

備 
産業保健業務従事者を対象とした研修の実

施などを通じて、将来的に健診センターにおい

て HIV 検査をオプション項目として提供可能

とするための環境整備を進める。 
柱 3：事例収集と解析 
職域、医療機関、市中において生じている差

別や偏見に関連する事例を収集・分析し、実態

を把握する。 
 

Ｂ．研究方法 
本研究では、以下の 5 つの手法により多面的な

データを収集し、解析を行った。 
（1）インターネット調査 
一般市民における HIV 感染症／AIDS の知識

普及状況と啓発資料配布の効果を評価するた

め、インターネット調査を実施した。 
調査対象は、インターネット調査会社に登録し

ている成人（18 歳以上）より無作為抽出された

7,020 人であり、「HIV 感染症・エイズに関する

世論調査（内閣府、2018 年）」に準拠した質問

項目を用いたほか、職域における HIV 感染者

／AIDS 患者に対する不安・差別・偏見に関す

る設問も加えた。 
調査は以下の 3 時点で実施された： 
✓ ベースライン調査（2023 年 11 月 1 日） 
✓ 介入調査（2023 年 12 月 1 日）※介入群の

み 
✓ フォローアップ調査（2024 年 1 月 5 日） 
また、介入群は以下の 2 群に分けた。 
✓ A群：公益財団法人エイズ予防財団の「HIV
感染症・エイズ」啓発資料を閲覧 
✓ B 群：NPO 法人ぷれいす東京の「職場と

HIV/エイズ」資料を閲覧 
✓ C 群（対照群）：資料非閲覧群 
介入後の調査では、資料の閲覧状況（閲覧有無、

閲覧時間等）についても評価した。 
（2）企業従業員を対象としたアンケート調査 
HIV検査機会の提供実績がある 2社を含む計 9
社 に 協 力 を 得 て 、 Google Form ま た は

Microsoft Teams を活用したオンラインアンケ

ート調査を実施した。設問は（1）と同一内容と

し、比較解析を可能とした。 
（3）産業医へのヒアリングおよびアンケート

調査 
産業保健領域における実態把握を目的として、

以下の 2 段階で調査を行った。 
① ヒアリング調査 
機縁法により選出した、日本産業衛生学会産業

衛生専門医・指導医資格または労働衛生コンサ

ルタント資格を有し、豊富な実務経験を持つ 11
名の産業医に対し、1 名あたり約 1 時間の半構

造化インタビューをオンラインで実施した。得

られたデータは逐語録として記録し、質的分析
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化・解析を行った。 
② アンケート調査 
上記ヒアリング結果を基に設計したアンケー

トを、東京都産業保健健康診断機関連絡協議会

の協力の下、同協議会に所属する産業医に対し

て配布・実施した。 
（4）社内 110 番ダイヤルの相談内容分析 
研究分担者が産業医を務める企業本社に設置

された社内相談窓口「110 番ダイヤル」に、2013
年 4 月から 2023 年 3 月までの間に寄せられた

相談のうち、HIV 感染症／AIDS に関する匿名

化データを抽出し、事例として分析・分類した。 
（5）PLHIV を対象とした調査 
2024 年 5 月～7 月に名古屋医療センター感染

症内科を受診した定期通院中の PLHIV を対象

に、職場における HIV ステータス開示状況や

不適切対応の有無等について、Google Form を

用いたアンケート調査を実施した。加えて、

NPO 法人ぷれいす東京のメーリングリスト登

録者にも面接調査への協力を依頼した。 
同意が得られた対象者に対しては、後日半構造

化面接を行い、HIV 陽性者が職場で経験した差

別や就業制限等に関する詳細な事例を収集し

た。 
（倫理的配慮） 
本研究においては、対象者のプライバシー保護

および人権の尊重を最優先とした。調査に際し

ては、各実施機関において医学系研究に関する

倫理審査を適宜受け、倫理的な妥当性を確保し

た。 
なお、職域における HIV 検査の実施に関して

は、「職場におけるエイズ問題に関するガイド

ライン」を遵守している。 
 
Ｃ．研究結果 
本研究では、複数のアプローチを通じて、HIV

感染症/AIDS に関する知識の普及状況と職域

における対応の実態を明らかにした。 
（1）インターネット調査 
まず、一般市民を対象としたインターネット調

査では、7020 人を 3 群（A 群、B 群、C 群）に

無作為に割り付け、ベースライン、介入、フォ

ローアップの 3 回にわたり調査を実施した。そ

の結果、約半数が HIV 感染症/AIDS を「死に

至る病」と認識しており、21.9%は「蚊が媒介

する」と誤解していた。HIV に感染している同

僚に対する不安や忌避感、差別的な認識を抱い

ている者も一定数認められた。啓発資料の閲覧

率は両介入群で約 8 割に達したが、閲覧時間は

2〜3 分が多数を占めており、資料配布による知

識の向上は限定的で、啓発効果はごく僅かにと

どまった。 
（2）企業従業員を対象としたアンケート調査 
企業従業員を対象としたアンケート調査では、

HIV検査機会の提供歴を有する 2社を含む計 9
社において実施し、合計 3345 件の有効回答を

得た。エイズに関する知識の普及機会があった

企業の従業員 894 人と、機会のなかった企業の

従業員 2451 人との粗解析の結果、啓発活動が

知識水準に一定の影響を与える可能性が示唆

された。 
（3）産業医へのヒアリングおよびアンケート

調査 
さらに、産業医 11 名への半構造化インタビュ

ーでは、健診機関主導で HIV 検査のオプショ

ン提供を行うことが現実的かつ効果的との意

見が多数を占めた。一方で、ガイドラインに対

する誤解、検査実施に伴うコスト・プライバシ

ー保護・業務負担などの要因が、職域での HIV
検査実施の妨げとなっている実態も明らかと

なった。また、職域でのエイズ対策に関しては、

MSM に対する差別意識や個人情報管理の困難



性、さらには HIV 感染症を就労に特段の配慮

を要さない疾患と認識する声も存在し、施策の

推進に対するハードルが多いことが示された。 
東京都内の健診機関への質問票調査では、22 機

関中 9 機関が事業所健診において HIV 検査を

実施していた。促進・阻害要因としては、個人

情報の適切な取り扱い、社会的ニーズ、業務上

の手間、行政・学術団体による明確な方針の有

無が挙げられ、健診現場における HIV 検査の

定着には多方面からの支援が必要であること

が示された。 
（4）社内 110 番ダイヤルの相談内容分析 
社内 110 番ダイヤルの相談データの解析では、

HIV 感染に関する職場での具体的な課題が顕

在化した。たとえば、通院治療との両立に関す

る摩擦、美容販売員や生鮮食品部門への配属の

可否に関する問い合わせ、HIV 陽性従業員の扱

いに関する不安などが報告されており、HIV に

関する知識と理解の欠如が対応の困難さにつ

ながっている現状が確認された。 
（5）PLHIV を対象とした調査 
PLHIV を対象とした調査では、名古屋医療セ

ンターに通院中の患者 1490 人のうち 324 人か

ら回答を得た。HIV ステータスを職場で開示し

た経験のある者は 29%であり、開示したことで

同僚からの差別的言動や昇進・キャリア形成に

おける障壁、雇用機会の制限を経験したとする

回答も一定数認められた。さらに、12 名に対す

る半構造化面接の結果、本人の同意なく病名を

開示された例や、不当な配置転換・就業制限、

明確な差別的言動などが複数例報告され、職場

における人権侵害の実態が浮き彫りとなった。 
以上の結果から、HIV 感染症/AIDS に関する国

民の知識は依然として不十分であり、とりわけ

職域においては差別・偏見が根強く残っている

実態が明確となった。単なる啓発資料の配布で

は十分な効果が得られないこと、また、産業保

健業務従事者との連携を通じた包括的かつ持

続的な介入が不可欠であることが示された。 
 
Ｄ．考察 
本研究の結果、HIV 感染症/AIDS に関する知識

の普及状況は、2018年の内閣府調査と比較して

大きな改善が見られたとは言い難く、依然とし

て正しい情報が国民全体に浸透していない実

態が明らかとなった。特に、インターネット調

査においては、啓発資料の単回配布では知識向

上に限定的な効果しか認められず、知識の定着

には多角的かつ継続的な教育介入が必要であ

ることが示唆された。 

企業従業員を対象としたアンケート調査にお

いては、過去に啓発活動や検査機会を実施して

いた企業群では、従業員の知識水準が相対的に

高い傾向が見られた。これは、職域における教

育的介入の効果を示唆するものであり、今後の

啓発活動の方向性を示す重要な知見である。さ

らに、学校教育におけるエイズ教育の有無が知

識の有無に与える影響についても検討が進行

中であり、教育政策との整合性を踏まえた普及

施策の構築が求められる。 

産業医へのヒアリング調査では、HIV 検査機会

の提供について、健診機関を主体とし、企業と

切り離した形での提供が望ましいとする意見

が多く得られた。この背景には、企業側のメリ

ットの乏しさや、プライバシー保護に関する懸

念、業務的負担などが存在していた。また、ガ

イドラインの記載に対する誤解や、HIV に関す

る診療経験・知識の不足も、産業保健分野にお

けるエイズ対策推進の障壁として認識された。

一方で、HIV検査の法的な位置づけについては、

労働安全衛生法上の法定項目ではないものの、

B 型肝炎などと同様に法定外項目として実施可



能とされる可能性が示唆されており、今後の法

的明確化が検討課題として挙げられる。 

また、健診機関からの回答では、HIV 検査の実

施を促進・阻害する要因として、①個人情報の

管理体制、②社会的・受診者側のニーズ、③実

務面の手続き・費用・研修、④行政や学術団体

からの推奨の有無、という 4つの主要因が浮か

び上がった。これらに対する包括的な対応が、

今後の制度設計において不可欠である。 

社内 110 番ダイヤルの相談データおよび PLHIV

への聞き取り調査からは、HIV に対する誤解に

基づいた就労制限や差別的言動が職場で依然

として存在することが確認された。本人の同意

のない病名の開示や不当な異動、就業制限とい

った対応は、HIV 感染者の QOL を著しく損なう

要因であり、人権保障の観点からも深刻な課題

である。これらの実態は、HIV に関する正しい

知識の職域への浸透が不十分であることを端

的に示しており、啓発活動の一層の強化が必要

とされる。 

また、職域の約 7割を占める中小企業において

は、大企業のような体系的な啓発が困難である

ことから、簡潔かつ正確な情報を提供する工夫

が求められる。さらに、健康経営、D&I（ダイバ

ーシティ＆インクルージョン）、医療 DX、地域

連携など、既存の取り組みと連動させたアプロ

ーチの有効性も指摘されており、こうした複合

的な視点からの施策展開が有望である。 

総じて、本研究は、HIV 感染症/AIDS の正しい

知識の普及と、職域における差別・偏見の軽減

を目指すにあたり、産業保健の専門性を活かし

た介入の重要性を裏付ける実証的知見を提供

するものであり、今後の政策立案や社会実装に

資する基盤情報を提供したと評価できる。 

 

Ｅ．結論 

本研究により、2018 年の現行エイズ予防指針

の改正以降も、HIV 感染症/AIDS に関する正確

な知識の普及は国民全体において十分に進展

していない実態が明らかとなった。特に、啓発

手段としての資料配布は、単独では知識の浸透

に対して限られた効果しか有しておらず、より

多層的かつ持続的な情報提供の必要性が示唆

された。 
また、PLHIV の多くが所属する職域において

も、HIV 感染症/AIDS に対する理解は不十分で

あり、差別・偏見に基づく不利益事例が依然と

して散見される。これは、就労機会の制限、キ

ャリア形成上の障壁、さらにはメンタルヘルス

への影響といった形で、PLHIV の QOL に直接

的な悪影響を与えている。 
一方で、産業保健業務従事者に対しては、HIV
感染症/AIDS に関する正確な知識の職域内で

の啓発に対して一定の理解と意義が確認され

ており、今後の連携による包括的な啓発施策の

実施に向けた社会的基盤は一定程度整いつつ

ある。こうした動きは、HIV に関するスティグ

マの解消、検査機会の拡充、そして PLHIV の

社会参画を後押しする重要な契機となる可能

性を秘めている。 
したがって、今後は、産業保健、教育、地域医

療といった多領域が連携し、職域における HIV
感染症/AIDS に関する正確な知識の普及を一

層推進することで、PLHIV に対する差別・偏

見の解消、ならびに社会的包摂の実現を図るべ

きである。また、HIV 検査の健診オプション化

といった制度的整備も含め、検査アクセスの平

準化を目指した法的・制度的支援の検討が求め

られる。 
 
Ｆ．健康危険情報 
なし 
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研究要旨 

本研究は、経済産業省「健康経営銘柄」選定企業における HIV／エイズ対策の現
状の課題を把握し、それに基づき今後の対策の方向性を示すことを目的とした。
2024 年の選定企業 52 社を対象に Web サイト上の公開情報を分析した結果、HIV
／エイズ対策に関する取り組みが確認されたのは 9 社にとどまり、企業間で対策の
取組状況の差異（ばらつき）が大きいことが明らかになった。全従業員向けの知識
普及、相談窓口の設置、HIV 検査機会の提供、差別禁止の明文化などを通じて、企
業が HIV／エイズ対策を推進する必要性が示唆された。企業、医療機関、行政など
が連携した対策体制の構築も重要と考えられた。 

 

Ａ．研究目的 

本研究班は「職場におけるエイズ問題に関する

ガイドライン」1)（以下、ガイドライン）を現状に即した

内容に改正すべき等の提言を行ってきた 2)。職域

における HIV 感染者が被る不利益や差別的な対

応等については社会問題化等によって既に知ら

れており、ガイドライン等でも具体的な対応が示さ

れている。他方、HIV 感染者の就労に際し、企業

がどのような健康管理・健康支援策を実施している

かについて公表されている情報は少ない。 

HIV／エイズに限らず、職域における感染症対

策は労働者の健康管理、ならびに生産性の維持

向上の観点からも重要である。近年、日本の企業

において、健康経営の取組が重要視されるように

なってきている。経済産業省が推進している「健康

経営銘柄」の認証においても、企業の健康経営度

調査 3)の評価項目として、感染症検査の実施や予

防接種の費用補助等の項目が設定されており、企

業 の 社 会 的 責 任 （ CSR: Corporate Social 

Responsibility）の一環として、職域での対策強化

が期待されている。 

しかしながら、企業が抱える労働者の健康課題

は多岐にわたり、また日本においては労働安全衛

生法により労働者に対し健康診断の実施が義務

づけられていることから、企業においては感染症

対策以外の健康施策を優先して実施せざるを得

ないのが実情である。感染症対策としては、2020

年以降、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）

対策については多くの企業が取り組んだが、それ

以外の感染症に対する企業の取組やニーズ等の

実態についての知見は少ない。 

HIV／エイズ対策に積極的に取り組む企業の事

例を抽出し、そのノウハウやベストプラクティスを他

の企業に共有することで、職域における HIV／エ

イズ対策の現状の課題、今後の対策のあるべき方

向性についての示唆を得ることができると考えられ

た。そこで本調査では、健康経営を標榜する企業

が、HIV／エイズという重要なグローバルヘルスの



課題にどの程度関心を払い、具体的な対策を講じ

ているかを明らかにすることを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

2024 年に「健康経営銘柄 2024」に選定された

企業（26 業種 52 社）を対象とした 4)。調査対象

企業が web サイト上で公表している健康経営方針、

サステナビリティレポート等に記載の労働安全衛

生施策やその実施状況のうち、自社の労働者を対

象に実施している HIV／エイズ対策の記載を抽出

した。 

その他、調査対象企業の web サイト全体を対象

に、「HIV」「エイズ」という用語でサイト内検索を行

い、関連した取組等を抽出した。 

 

（倫理面への配慮） 

本分担研究では生体試料や個人情報を用いて

いないことから、倫理面の問題はないと判断した。 

 

Ｃ．研究結果 

自社の労働者を対象に実施している HIV／エイ

ズ対策の抽出結果を表に示す。 

本研究の調査対象 52 社のうち、web サイト上で

公表している健康経営方針、サステナビリティレポ

ート等において自社労働者に対する HIV／エイズ

対策に関する取組についての記載があったのは 9

社（明治ホールディングス、ブラザー工業、セイコ

ーエプソン、大阪瓦斯、ソフトバンク、伊藤忠商事、

豊田通商、キヤノンマーケティングジャパン、第一

生 命 ホ ー ル デ ィ ン グ ス ） で あ っ た

7),28),30),33),37),43),45),46),51)。 

具体的な内容としては、アフリカで働く従業員・

家族向けの HIV やマラリアに対する予防、検査、

治療実施が 1 社（豊田通商）、海外赴任者向けの

教育・情報提供が 5 社（明治ホールディングス、ブ

ラザー工業、セイコーエプソン、伊藤忠商事、キヤ

ノンマーケティングジャパン）、一般従業員向けの

教育・情報提供（啓発イベント等）が 3 社（大阪瓦

斯、ソフトバンク、第一生命ホールディングス）であ

った。 

その他、社内規程・ガイドライン等において HIV

感染者への差別禁止を明示している企業（TOTO、

UACJ、野村ホールディングス、H.U.グループホー

ルディングス）21),23),50),55)、途上国における HIV／エ

イズ医療への寄付・支援活動を行っている企業

（中外製薬、第一三共、TOTO、テルモ、日本航空、

ANA ホ ー ル デ ィ ン グ ス ） な ど が あ っ た

16),18),21),32),35),36)。 

 

Ｄ．考察 

各企業における取組状況の差異 

本研究結果より、健康経営銘柄認証企業であっ

ても、HIV／エイズ対策への取り組みには大きなば

らつきがあることがわかった。啓発イベントや e ラー

ニング等で感染症全般について情報提供を実施

する企業、海外赴任者向けに特化して感染症対

策を行う企業、海外拠点で HIV／エイズ対策に取

り組む企業など、一部の企業は具体的な対策を実

施していることがわかったが、依然として多くの企

業は HIV／エイズに特化した対策までは講じてお

らず、感染症対策全般の中に含めているか、また

は全く触れていない状況であった。HIV／エイズに

関する正しい知識の普及啓発は、偏見や差別を

なくし、感染予防を促進するために不可欠である。

HIV／エイズに関しての更なる啓発、情報提供が

不可欠と考えられる。いくつかの企業の取組のよう

に、HIV に関する啓発セミナー・イベントの開催が

労働者の意識向上への貢献という点で有益と思わ

れる。 

 

事業内容・特性との関連性 

海外で（特に途上国において）事業を展開する



企業では、労働者や地域住民向けの HIV／エイ

ズ対策に取り組む事例が認められた。これは、グロ

ーバルな健康課題への意識の高さと、事業活動を

行う地域社会への貢献という CSR の視点によるも

のと思われる。また、一部の企業では、サプライヤ

ー行動規範や社内規程で HIV／エイズ感染者へ

の差別禁止を明記している。これは企業が人権尊

重の姿勢を示し、従業員が安心して働ける環境づ

くりを目指していることを示唆している。こうした企

業については、日本国内の HIV／エイズの現状に

ついて関心が向けば、国内の労働者への施策に

ついての理解も得られやすいと考えられる。企業

に対する HIV／エイズ対策の必要性について、行

政、医療関係者、産業保健職等が連携の上、引き

続き訴求することが重要と思われる。 

 

今後の展望〜HIV／エイズ対策を職域で推進す

るために必要な事項〜 

○企業の意識改革：健康経営を推進する上で、

HIV／エイズ対策は重要な要素であることを企

業が認識する必要がある。 

○具体的な対策の導入 

・全従業員向けの HIV／エイズに関する正しい知

識の普及啓発。 

・社内相談窓口の設置や、専門家によるカウンセリ

ングの提供。 

・HIV 検査の受検機会の提供や、感染が判明した

場合のサポート体制の整備。 

・HIV／エイズ感染者への差別禁止を明文化し、

人権尊重の企業文化を醸成。 

・企業の HIV／エイズ対策に関する情報を積極的

に開示（透明性を高め、ステークホルダーからの

信頼を得ることが重要） 

・企業、医療機関、NPO 団体、行政などが連携す

ることにより、HIV／エイズ対策を推進する体制

を構築。 

 

調査の限界 

今回調査できた事例は「健康経営銘柄 2024」

に選定された企業 52 社のみであり、また web サイ

トに公開された内容のみに絞った結果である。社

外に公表されていない取組等もあると思われる。

「健康経営銘柄 2024」に選定されていない企業に

おける良好事例等も本調査では把握することはで

きていない。より多くの企業を対象とし、健康経営

推進担当部署・担当者に対するヒアリング等、より

多角的な実態把握のための詳細な調査の実施が

望まれる。 

 

Ｅ．結論 

健康経営銘柄に選定された企業における HIV

／エイズ対策の実施状況を調査した。企業間の取

り組みに大きなばらつきがあることが明らかになっ

た。これより、企業における HIV／エイズ対策の重

要性に対する認識向上が必要であることが示唆さ

れた。今後、企業が健康経営の一環として HIV／

エイズ対策を推進するためには、企業の意識改革、

健康管理施策や規程の導入、情報開示の推進、

関係機関との連携等を通じて、企業が労働者の健

康維持と社会貢献の両立を目指すとともに、それ

が可能な職場風土の醸成と、社会的な要請への

対応が求められる。 
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ness/health-management/ 

36)ANA ホールディングス 健康経営 

https://www.ana.co.jp/group/csr/human_resourc

es/health_care/ 

37)ソフトバンク 健康経営の推進 

https://www.softbank.jp/corp/philosophy/human

-resource/wellness/ 

38)DTS 健康経営 

https://www.dts.co.jp/sustainability/social/health

/ 

39)KSK 健康経営 

https://www.ksk.co.jp/sustainability/white500/ 

40)SCSK 健康経営 

https://www.scsk.jp/corp/csr/professionals/healt

h/index.html 

41)NSD 健康経営 

https://www.nsd.co.jp/corp/health-

management.html 

42)双日 労働安全衛生 

https://www.sojitz.com/jp/sustainability/sojitz_es

g/s/health/ 

43)伊藤忠商事 労働安全衛生・健康経営 

https://www.itochu.co.jp/ja/csr/society/safety/i

ndex.html 

44)丸紅 丸紅グループ健康宣言 

https://marubeni.disclosure.site/ja/themes/24/ 

45)豊田通商 労働安全衛生 

https://www.toyota-

tsusho.com/sustainability/social/safety-

health.html 

46)キヤノンマーケティングジャパン 安全衛生と健

康支援 

https://corporate.canon.jp/sustainability/social/

workplace 

47)丸井グループ 丸井グループの健康経営 

https://www.0101maruigroup.co.jp/sustainability/

society/well-being.html 

48)しずおかフィナンシャルグループ 健康経営 

https://www.shizuoka-



fg.co.jp/sustainability/health-management.html 

49)大和証券グループ本社 健康経営 

https://www.daiwa-

grp.jp/about/work/health.html 

50)野村ホールディングス 「健康経営銘柄」、「健

康経営優良法人」に選定されました 

https://www.nomuraholdings.com/jp/news/nr/hol

dings/20240311/20240311.html 

51)第一生命ホールディングス 健康経営・労働安

全衛生 

https://www.dai-ichi-

life.co.jp/dsr/employee/health.html 

52)ジャックス 健康経営推進 

https://www.jaccs.co.jp/corporate/sustainability/

society/health_and_productivity/ 

53)野村不動産ホールディングス ウェルネス経営

の推進 

https://www.nomura-re-

hd.co.jp/sustainability/social/worklife.html 

54)ディー・エヌ・エー サステナビリティ 

https://csr.dena.com/jp/cho-office/ 

55)H.U.グループホールディングス 

https://www.hugp.com/humancapital/assets/pdf/

NS_HW2024.pdf 

56)ユーピーアール 健康経営 

https://www.upr-

net.co.jp/company/sustainability/for-

employee/wellbeing/ 

57)アドバンテッジリスクマネジメント アドバンテッ

ジリスクマネジメントグループの健康経営 

https://www.armg.jp/sustainability/healthcare/ 

 

Ｆ．健康危険情報 

特になし 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

なし 

２．学会発表 

なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

１．特許取得 なし 

２．実用新案登録 なし 

３．その他 なし

 

  



表．経産省「健康経営銘柄」認証企業における HIV／エイズ対策の実施状況 
 

 
業種 企業名 労働者に対するの HIV／エイズ 

対策に関する取組 

その他の取組 健康経営 

出典 URL 

1 鉱業 石油資源開発 特になし 従業員に対する感染症予防教育、イ

ンフルエンザに対する事業所での集

団予防接種や費用補助、健康診断時

の麻疹・風疹の抗体検査 

引用文献 5) 

2 食料品 ヤクルト本社 特になし  引用文献 6) 

3 食料品 明治ホールディングス 海外駐在員・出張者への感染症情報提

供（HIV 含む）、予防接種推奨、現地医

療機関情報提供 

 引用文献 7) 

4 食料品 サントリー食品インターナ

ショナル 

特になし  引用文献 8) 

5 食料品 味の素 特になし  引用文献 9) 

6 パルプ・紙 大王製紙 特になし  引用文献 10) 

7 化学 トクヤマ 特になし  引用文献 11) 

8 化学 花王 特になし  引用文献 12) 

9 化学 第一工業製薬 特になし  引用文献 13) 

10 化学 富士フイルムホールディン

グス 

特になし  引用文献 14) 

11 化学 ライオン 特になし  引用文献 15) 

12 医薬品 中外製薬 特になし ロシュ社を通じてアフリカ・マラウ

イ共和国のエイズ孤児支援に寄付 

引用文献 16) 

13 医薬品 小野薬品工業 特になし  引用文献 17) 

14 医薬品 第一三共 具体的な実施内容についての記載なし 国連ミレニアム開発目標（MDGs）の

目標６：HIV/エイズ、マラリア、そ

の他の疾病の蔓延防止に対し、移動

診療サービスの展開等、グローバル

社会貢献活動に取り組んでいる。 

引用文献 18) 

15 石油・石炭製品 出光興産 具体的な実施内容についての記載なし 世界三大感染症（結核、マラリア、

HIV/AIDS）などグローバルな健康課

題への対応 

引用文献 19) 

16 ゴム製品 ニッタ 特になし  引用文献 20) 

17 ガラス・土石製品 TOTO 特になし サプライヤー向け行動規範で、HIV/

エイズなどを理由とする差別禁止を

引用文献 21) 



謳う。TOTO 水環境基金の助成先の

NPO団体等が、アジア諸国に対する

支援の一環として、「孤児院支援

（HIV /エイズによって両親を失っ

た孤児の生活支援）」、「保護支援事業

（HIV 感染者保護施設運営、ハンセ

ン病患者保護施設運営など）」等を実

施している。 

18 鉄鋼 大同特殊鋼 特になし  引用文献 22) 

19 非鉄金属 UACJ 特になし サステナブル調達ガイドラインに、

HIV/エイズなどを理由とする差別

禁止の記載 

引用文献 23) 

20 金属製品 SUMCO 特になし  引用文献 24) 

21 機械 DMG森精機 特になし  引用文献 25) 

22 機械 アネスト岩田 特になし インフルエンザ予防接種補助 引用文献 26),27) 

23 電気機器 ブラザー工業 海外渡航者への健康教育（HIV 含む感

染症情報）、海外出向者への情報提供、

「海外健康管理のしおり」配布、イン

トラネットでの感染症流行情報掲載 

 引用文献 28) 

24 電気機器 正興電機製作所 特になし  引用文献 29) 

25 電気機器 セイコーエプソン 海外赴任者向け「グローバルヘルスサ

ポートデスク」設置、赴任前に海外担

当産業医が三大感染症（HIV・マラリ

ア・結核）に関する情報提供や教育 

 引用文献 30) 

26 電気機器 SCREENホールディングス 特になし  引用文献 31) 

27 精密機器 テルモ 特になし ガーナ共和国での輸血感染リスクを

低減するプロジェクトを通じて、安

全な輸血のための体制構築を進めて

いる。 

引用文献 32) 

28 ガス業 大阪瓦斯 一般向けの教育研修会で、HIV 等の感

染症啓発を実施 

 引用文献 33) 

29 陸運業 近鉄グループホールディン

グス 

特になし  引用文献 34) 

30 空運業 日本航空 特になし 書き損じハガキキャンペーンで集ま

ったハガキを寄付し、アフリカ・エ

イズ孤児の居住・衛生環境改善など

引用文献 35) 



に活用 

31 空運業 ANA ホールディングス 特になし ザンビア共和国でドローンによる血

液検体輸送プロジェクトを実施 

引用文献 36) 

32 情報・通信業 ソフトバンク ダイバーシティ啓発イベントでHIV啓

発セミナー開催、広報誌で HIV 等の感

染症対策の重要性について説明 

 引用文献 37) 

33 情報・通信業 DTS 特になし  引用文献 38) 

34 情報・通信業 KSK 特になし  引用文献 39) 

35 情報・通信業 SCSK 特になし  引用文献 40) 

36 情報・通信業 NSD 特になし  引用文献 41) 

37 卸売業 双日 特になし  引用文献 42) 

38 卸売業 伊藤忠商事 海外赴任者への感染症予防情報提供

（HIV 含む）、フィリピンのグループ会

社 Dole Philippines 社が HIV/AIDSを

含む世界三大感染症の対策プログラム

を地域住民向けに実施 

 引用文献 43) 

39 卸売業 丸紅 具体的な実施内容についての記載なし HIV/エイズ、結核、マラリアが深刻

な問題となっている国もあり、海外・

国内の感染症について適時適切に対

応 

引用文献 44) 

40 卸売業 豊田通商 アフリカで働く従業員・家族向けに

HIV やマラリアに対する予防、検査、

治療を実施、地域社会への貢献として

世界三大感染症に関する啓発活動や予

防活動を実施。保健機関の支援や HIV

で孤児となった子どもたちの支援 

 引用文献 45) 

41 卸売業 キヤノンマーケティングジ

ャパン 

海外への出張者および出向者に対し、

渡航前に HIV、マラリアを含む感染症

について教育 

 引用文献 46) 

42 小売業 丸井グループ 特になし  引用文献 47) 

43 銀行業 しずおかフィナンシャルグ

ループ 

特になし  引用文献 48) 

44 証券、商品先物取引業 大和証券グループ本社 特になし  引用文献 49) 

45 証券、商品先物取引業 野村ホールディングス 特になし 1994 年に制定した既存のガイドラ

インを 2006 年 4 月に「HIV 感染者

についての基本方針」として改定。

引用文献 50) 



企業として差別・偏見をなくし、人

権の保護に一層努力することを明

記。 

46 保険業 第一生命ホールディングス TAL（豪州子会社）で HIV 陽性のお客

様向け引受ガイドラインを作成・更新、

国立国際医療研究センターと感染症に

関する情報提供について包括的連携協

定を締結 

 引用文献 51) 

47 その他金融業 ジャックス 特になし  引用文献 52) 

48 不動産業 野村不動産ホールディング

ス 

特になし  引用文献 53) 

49 サービス業 ディー・エヌ・エー 特になし  引用文献 54) 

50 サービス業 H.U.グループホールディン

グス 

特になし 人権・労働に関するアセスメント項

目に、HIV/エイズ感染者への差別を

挙げている 

引用文献 55) 

51 サービス業 ユーピーアール 特になし  引用文献 56) 

52 サービス業 アドバンテッジリスクマネ

ジメント 

特になし   引用文献 57) 

 
 



厚生労働科学研究費補助金（エイズ対策政策研究事業）

分担研究報告書

HIV 陽性者が職場で不適切な対応をされた経験に関する聞き取り調査研究 

研究分担者：生島 嗣（特定非営利活動法人ぷれいす東京 代表）

研究協力者：大槻知子（特定非営利活動法人ぷれいす東京）

研究要旨

本分担研究では、HIV 陽性者が就労の場において周囲の取り扱いによって直面させられ

る困難について明らかにし、解消していくことを目的とし、インタビュー調査をもとに事

例の収集と分析を行うこととした。12 の事例を収集した結果、HIV 陽性者が職場で経験し

た内容として、本人の同意のない病名（障害名）の公表や共有（12 例中 8 例）、不当な就業

制限・配置転換や解雇（5 例）、差別や拒絶の言動（4 例）などがあげられた。 
およそ 30 年前に策定された「職場におけるエイズ問題に関するガイドライン」の内容が

現在の HIV 陽性者の就労を取り巻く状況に即していない部分も踏まえ、就業上の困難を解

消していく取り組みが必要とされていると考えられた。

A．研究目的 
本邦では、平成 7 年に「職場におけるエイズ問

題に関するガイドライン」が策定され久しい。現

在までに、医療の進歩により HIV 陽性者は健康を

維持しながら就労などの社会生活を続けることが

可能になった一方で、社会での理解や受け入れは

十分に進んでいるとはいい難い現状がある。

本研究では、HIV 陽性者が就労の場で直面させ

られる困難について明らかにし、解消していくこ

とを目的とし、職場で HIV ステータスを理由など

として不適切な対応をされた、あるいは不快な経

験した事例の収集と分析を行うこととした。

B．研究方法 
日本国内で就労している成人の HIV 陽性者の

中から、職場での不適切な対応あるいは不快な経

験についての事例を聞き取りによって収集するこ

ととした。HIV/エイズ支援団体である NPO ぷれ

いす東京のネットワークを通じ、インタビュー調

査に協力可能な人をリクルートし、業種や地域の

バランスを勘案した上で、日本語による説明や研

究協力依頼書・同意書および同意撤回書の内容を

理解し、協力に同意した人を本研究の対象とする

こととした。

令和 6 年 11～12 月の調査期間内に個別のイン

タビュー調査（60～90 分）を実施し、その内容を

事例として書き起こすこととした。また、インタ

ビュー中は、以下の項目をインタビュー・ガイド

として設定した。

・ 基本情報（年代、性自認・性指向、HIV 陽

性判明時期、服薬開始時期など）

・ 業種・職種・雇用形態（障害者雇用を含む） 
・ 不適切な対応、あるいは不快な経験の時

期・内容

・ 「職場におけるエイズ問題に関するガイド

ライン」について

本研究計画の作成にあたっては「人を対象とする

生命科学・医学系研究に関する倫理指針」を参照

し、特定非営利活動法人ぷれいす東京研究倫理委

員会における審査で承認を受けて、実施した（承

認番号: PT-R6-01）。 
（倫理面への配慮）

インタビュー調査の協力者に対しては、事前に

研究目的・時間・方法、録音の有無、同意・同意

撤回の方法（撤回しても不利益を被らないことの

保証を含む）、データの公表やフィードバックな

どについて文書と口頭で説明をした上で、同意を

得た。プライバシー保護のため、インタビュー調

査はすべて匿名で行い、収集したデータは研究 ID
で管理した。インタビューの日時・場所等の連絡

用の E メールアドレスや書き起こし用の録音デー

タなど、一時的に保持した研究対象者の情報は、



研究機関内の鍵のかかるキャビネットに保管し、

使用を終えた後に破棄することとした。

C．研究結果 
研究協力者に対しインタビュー調査を行い、計

12 の事例を収集した。その結果、HIV 陽性者が経

験した不適切な対応・不快な経験の内容としては、

以下のものが多くあげられた。

・ 本人の同意のない病名（障害名）の公表や

共有（12 事例中 8 事例）

・ 不当な就業制限・配置転換や解雇（5 事例） 
・ 差別や拒絶の言動（4 事例）

それらの困難な経験をしたことにより、心身に

不調を来しての休職や離職などに帰結していった

ケースもあった。

D. 考察

さまざまな地域や業界にわたる就労の現場で、

HIV 陽性者に対する不適切な対応や不快になる事

柄が経験されていた。HIV が日常生活で感染する

ことはないといった基本的な知識の不足に端を発

したものでも、誤った疾病理解による就業制限や

配置転換などで本人の不利益につながっていた。

個人情報の不適切な取り扱いによる重大なプライ

バシーの侵害など、根深い問題も指摘された。

一方で、一部の事例においては職場の人の対応

が助けになった経験も同時にあげられ、職場環境

の改善への手がかりが示された。

これらは、「職場におけるエイズ問題に関するガ

イドライン」が現在の HIV 陽性者の就労の実態に

即していない部分も踏まえて分析を進めることに

より、政策提言につながるような貴重な研究資料

であると考えられる。

E．結論

職場での不適切な対応・不快な経験に関する 12
の聞き取り事例からは、周囲の取り扱いによって

HIV 陽性者が職場でさまざまな困難な状況を経験

している現状が浮かび上がり、その困難を解消す

るための取り組みが必要とされていると考えられ

た。

本研究では、収集した事例の整理と分析をさら

に進め、公開する目的で事例集の作成を行なった。 
健診機関、産業保健の領域での配布を予定してい

る。今後の政策提言を含めて社会に還元するかは、

次年度にかけて検討を進めていく予定である。

F. 研究発表

1. 学会発表

牧原信也、生島嗣、福原寿弥、折茂淳、村崎美和.
HIV陽性者とその周囲の人と確認検査結果待ちの

人向けの相談事業における、新規相談者の傾向に

ついて. 第38回日本エイズ学会, 2024年. 
2. 大木幸子,〇生島嗣,樽井正義・薬物使用の問題

を抱えるHIV陽性者への支援のためのエイズ診療

拠点病院と精神保健福祉センターとのネットワー

クモデルの検討・日本エイズ学会誌・2024・26-
4・427
3. 〇生島嗣,三輪岳史,山口正純,大槻知子,樽井正

義・MSMを対象にしたLASH調査からHIV陽性者

の性行動と人的なネットワークについての考察・

日本エイズ学会誌・2023・25-4・460 
4. Miwa, T., Wakabayashi, C., Hayashi, K.,
Tanuma, J., Ikeda, K., Yokomaku, Y., &amp;
Ikushima,Y. (2024). Investigating the Moder

ating Effect of HIV Status Disclosure on the
 Link Between Discrimination Experience an
d Psychological Distress Among People Livin
g with HIV in Japan Infected Through Sexu
al Contact. International Journal of Behavior
al Medicine. https://doi.org/10.1007/s12529-024
-10304-3

G．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。） 
なし
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職域におけるHIV感染症に関する知識の普及啓発の促進に向けた研究 

-インターネットによる調査及び健診センターの産業保健従事者に対する啓発-

研究分担者 石丸 知宏 産業医科大学 医学部 医学概論 准教授 

研究協力者 

手嶋文香 カタルーニャ州立がん研究所 

博士学生 

Ａ．研究背景 

HIV感染症・エイズは、社会的スティグ

マと偏見を伴う公衆衛生上の重要課題とし

て、長年注目を集めてきた。我が国におけ

る新規HIV感染者・エイズ患者の多くは、

男性同性愛者、性風俗従事者、薬物使用

者、青少年、外国人といった特定のリスク

層に集中している。これらのリスク層を対

象とした予防施策の強化により、新規感染

者数は2008年をピークに減少しているが、

近年の性感染症の再流行を考慮すると、こ

れまで注目されていなかった層、特に一般

市民への感染拡大の可能性が懸念される。 

一般市民の中でも、職場環境におけるHI

V感染症に関する正しい知識の普及は特に

重要である。職場は多様な人々が集まる場

であり、HIV陽性者が差別なく安心して働

くための環境整備は、職場全体の活力を高

める要因となり得る。しかし、国内の既存

の啓発資料はそのような労働者層のニーズ

研究要旨 

HIV感染症・エイズは、社会的スティグマと偏見を伴う公衆衛生上の重要課題であ

り、職場環境における理解促進と偏見軽減が求められる。我が国では、HIV感染症の新

規感染者の多くが特定のリスク層に集中しているが、性感染症の再流行を踏まえ、一

般市民への感染拡大の懸念も指摘されている。職場は多様な人々が集う場であり、HIV

陽性者が安心して働ける環境整備のためには、正確な知識の普及が不可欠であるが、

既存の啓発資料は労働者層のニーズに十分応える内容となっていない。本研究の目的

は、一般労働者層に焦点を当てたHIV感染症啓発資材を開発することである。 

まず、欧米諸国における一般労働者層を対象としたHIV感染症・エイズの啓発資材

を、インターネット検索を使用して収集し、その内容のレビューを行った。次に、収

集された啓発資料の特徴・内容を踏まえながら、日本における職場のHIV感染症・エイ

ズの取り扱いを含む内容を盛り込み、研究班のメンバーで繰り返し推敲して啓発資材

を開発した。 

2024年8月23日にインターネット検索を行い、本調査の目的に合致する啓発資料を7

件収集した。収集した啓発資料の中には、正確な知識普及や誤解の解消に有用な要素

が含まれており、特にクイズ形式は能動的学習を促進し、知識の定着に効果的である

と考えられた。その結果を踏まえて、2種類の日本の一般労働者向け啓発資材を開発し

た。一つは情報提示式（計2ページ）、もう一つはクイズ式（計2ページ）とした。職

場に関する内容として、職場での告白時の対応、支援制度、治療と仕事の両立、職場

内感染リスク、健康情報の取り扱い等を含めた。 

本研究で開発した情報提示形式の資材は基本的な知識の効率的な伝達に、クイズ形

式の資材は理解の深化と行動変容の促進にそれぞれ活用されることが期待される。ま

た、本研究で開発した資材は職場内掲示やパンフレット配布、健診センターでの保健

指導、啓発イベントなど多様な場面での活用が可能であり、啓発活動の効果を最大化

するためには、複数の手法を組み合わせた実践が重要である。今後、啓発資材の効果

検証を通じ、さらなる改良と科学的根拠の蓄積を進める必要がある。 



厚生労働科学研究費補助金（エイズ対策政策研究事業） 

分担研究報告書 

に十分応えていない。 

そのため、本研究では、一般労働者層に

焦点を当てたHIV感染症啓発資材を開発す

ることを目的とする。そのために、欧米諸

国の啓発資料をレビューし、2023年度の本

研究班による調査で明らかになった課題を

基に、新たな資料を作成した。本取り組み

により、HIV感染症に関する正確な知識の

普及、偏見の軽減、そして職場環境におけ

る包括的な理解促進を目指す。 

Ｂ．研究方法 

欧米諸国における一般労働者層を対象と

したHIV感染症・エイズの啓発資材を、イ

ンターネット検索を使用して収集し、その

内容のレビューを行った。2024年8月23日

時点で、調査言語は英語で、Google UKを

用いて上位40件を参照した。検索ワードは

“HIV awareness”,  “educational mate

rials at workplace”, “HIV advocac

y”, “for employees and entrepreneu

r” などの組み合わせを使用した。その結

果、Centers for Diseases Control and P

revention (CDC), International Labour

Organization (ILO), Joint United Natio

ns Programme on HIV and AIDS（UNAIDS）

などの国際機関における職場のHIV感染

症・エイズに関するガイドラインは収集さ

れたのみで、職場における啓発資料は一つ

も認められなかった。

そのため、同日に一般市民向けのHIV啓

発教育資料を改めて検索した。検索ワード

は、職場に関するキーワードを削除し、

“HIV awareness”,  “educational mate

rials ”, “HIV advocacy”などの組み合

わせに変更して行った。 

その後、収集された啓発資料の特徴・内

容を踏まえながら、日本における職場のHI

V感染症・エイズの取り扱いを含む内容を

盛り込み、研究班のメンバー（エイズ治療

拠点病院医師、産業医、NPOスタッフ、HIV

研究者を含む）で繰り返し推敲して啓発資

材を開発した。 

なお、本研究は、個人の健康に関する情

報を収集しないことから、人を対象とする

生命科学・医学系研究に関する倫理指針は

適用されない。 

Ｃ．研究結果 

１．啓発資料のレビュー 

検索の結果、本調査の目的に合致する啓

発資料を7件収集した。機関・国、種類、

特徴・内容、リンク先の4つの項目に分け

て内容を整理した（表1）。以下にそれぞ

れの概要を述べる。 

① Global network of people living wit

h HIV

オランダの非政府組織によって作成され

た母子を対象にしたリーフレット型のHIV

啓発資料（計4ページ）。HIV治療と人権、

HIV検査、HIV感染中の授乳、HIVのスティ

グマに関連すること、HIVとCOVID-19に関

する情報が含まれていた。 

日本の一般労働者向け教育資材の参考部

分として、検査のタイミング、治療に関す

るスティグマ、が該当した。 

② Department of Health, New York

アメリカのニューヨーク州保健部門によ

って作成された一般人口を対象にしたブッ

クレット及びリーフレット型のHIV啓発資

料（計12ページ）。HIV検査の啓発と検査

先の電話番号とウェブサイトリンク、HIV

の感染経路、HIVと妊娠、予防方法、HIVと

薬物使用 に関する情報が含まれていた。

複数の言語に対応しており日本語版もあっ

た。

日本の一般労働者向け教育資材の参考部

分として、HIV検査の啓発と検査先の電話

番号とウェブサイトリンク、HIV感染経路

に関する誤解(握手、飲食、抱きしめるこ

とではうつらないこと)、が該当した。 

③ Aidsmap

イギリスの非政府組織によって作成され

た一般人口を対象にしたMyth or Factを選

ぶ形でクイズ形式のHIV啓発資料（計16ペ

ージ）。になっていた。内容は、HIVの治

療方法、感染経路、HIVが不治の病かどう

か、さらなる情報ソースの提供が含まれて

いた。 

日本の一般労働者向け教育資材の参考部

分として、MythとFactに分けて提示してい
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ること、外国人の入国制限に関する情報、

感染経路や治療に関する誤解、が該当し

た。 

④ National Aids Trust

イギリスの非政府組織によって作成され

た一般人口を対象にしたリーフレット形式

のHIV啓発資料（計２ページ）。になって

いた。内容は、HIVの基本知識（HIV/AIDS

とは何か、治療方法）、HIVの感染経路、

予防方法、HIVへのスティグマ、PEPに関す

る情報、HIV検査について（方法・場所）

が含まれていた。 

日本の一般労働者向け教育資材の参考部

分として、HIVへのスティグマ、HIV検査に

ついて（方法・場所）、が該当した。 

⑤ President's Emergency Plan for AIDS

(PEPFAR), south africans and americ

ans in partnership to fight HIV/AID

S

PEPFARと呼ばれる大統領のエイズ救済の

ための緊急計画は、開発途上国における H

IV/AIDS の予防、ケアおよび治療プログラ

ムを支援するためのアメリカ政府による 5

年間の二国間公約である。一般人口を対

象にしたリーフレット形式のHIV啓発資料

（計２ページ）。になっていた。内容は、

HIVの基本知識（HIV/AIDSとは何か、治療

方法）、HIVの感染経路、予防方法、HIV検

査について（方法・場所）が含まれてい

た。 

日本の一般労働者向け教育資材の参考部

分として、リーフレットの構成、HIV検査

について（方法・場所）、が該当した。 

⑥ HIV i-BASE

イギリスの非政府組織によって作成され

た一般人口を対象にしたQ&A・ファクトシ

ート形式のHIV啓発資料（計4ページ）にな

っており、英語と日本語版があった。内容

は、U=U (Undetectable=Untransmutable)

（抗HIV治療を受けていて、HIV のウイル

ス量の数値が検出限界未満ならば感染しな

い）という概念に関する啓発が主なもので

あった。

日本の一般労働者向け教育資材の参考部

分として、U=Uに関する知識啓発、HIV検査

について（方法・場所）、が該当した。 

⑦ Sida Info Service, France

フランスの非政府組織によって作成され

た若年層を対象にしたQ&A形式のHIV啓発資

料になっていた。内容は、エイズは治る

か、エイズで死ぬことはないか、エイズは

人口的に作られたものか、性行為はエイズ

を防ぐか、治療薬はエイズから守ってくれ

るか、エイズは蚊と公衆トイレによって伝

染するか、エイズに罹患していると子供を

産むことができないかが含まれていた。 

日本の一般労働者向け教育資材の参考部

分として、クイズ形式、HIVに関する誤

解、が該当した。 

２．啓発資材の開発 

2種類の日本の一般労働者向け啓発資材

を開発した。一つは情報提示式（計2ペー

ジ）、もう一つはクイズ式（計2ページ）

とした。職場に関する内容として、職場で

の告白時の対応、支援制度、治療と仕事の

両立、職場内感染リスク、健康情報の取り

扱い等を含めた。 

Ｄ.考察 

本研究の過程で、職場におけるHIV感染

症・エイズに関する啓発活動の課題が明ら

かとなった。まず、啓発資材をレビューし

た結果、欧米諸国においても職場向けに特

化した資料がほとんど存在しないことがわ

かった。この理由としては、HIV感染症が

職場環境よりも社会全体の健康課題として

認識されている点が挙げられる。具体的に

は、欧米では、一般市民への知識普及が優

先される一方、職場特有の問題としてHIV

を扱う機会が限られている可能性がある。

また、労働者のプライバシー保護に関する

法的枠組みが、職場での啓発活動の実施を

阻害する要因となっていることも考えられ

る。そのため、日本において職場向けの啓

発資材を整備する際には、このような背景

を踏まえながら取り組む必要性がある。 

次に、欧米諸国の一般市民向けの啓発資

材には、日本の労働者層向け啓発資料を作

成する際に参考となる要素が多く含まれて
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いた。特に、イギリスのAidsmapが提供す

るクイズ形式の資料は、受け手が自発的に

知識を深めることを促進する点で非常に効

果的である可能性がある。クイズ形式は、

単なる情報の提供ではなく、対象者が能動

的に考え、誤解を修正するプロセスを体験

できるという点で、HIV感染症のようなス

ティグマを伴う課題において重要な役割を

果たしうる。また、National Aids Trust

が示した感染経路や検査方法に関する誤解

を解消する情報は、日本でも根強い「HIV

は日常的な接触で感染する」といった誤解

を解消するための鍵となる。これらの要素

を基にした啓発資材の開発は、知識の浸透

だけでなく、職場での偏見軽減や感染者支

援の具体的な行動を促すうえで不可欠であ

る。

さらに、本研究で開発した2種類の啓発

資材（情報提示形式とクイズ形式）は、そ

れぞれ異なる特性を持ちながらも、いずれ

も労働者層における知識向上に寄与する可

能性がある。情報提示形式の資材は、基本

的な知識を効率的に伝えるツールとしての

利便性がある。例えば、HIVの感染経路や

治療法についての簡潔で視覚的な情報提供

は、限られた時間で多くの労働者に情報を

届けることができるため、社内掲示やメー

ル配信といった広範囲の普及手段に適して

いる。一方、クイズ形式の資材は、対象者

が主体的に学ぶ姿勢を育む点で効果的であ

る。クイズに取り組む過程で、「HIVは慢

性疾患である」「治療を受けることで通常

の生活が可能」といったポジティブなメッ

セージが記憶に残りやすくなる。また、ク

イズ形式の参加型アプローチは、特に啓発

イベントや健康教育セミナーのような双方

向的な場面での活用に適しており、情報の

定着率を高める可能性がある。これらの特

性を生かし、目的や場面に応じた柔軟な活

用が重要である。

本研究で開発した資料は、以下のような

多様な場面での利用が期待される。まず、

企業内での掲示やパンフレット配布は、広

い範囲で迅速に情報を届けるための基本的

な手段となりうる。また、健康診断の場や

産業保健職による個別指導では、労働者と

直接対話しながら、特定の質問や関心に応

じた情報提供が可能である。さらに、啓発

イベントでは、クイズ形式の資料を用いた

参加型の教育セッションを実施すること

で、知識普及だけでなく、職場の同僚間で

の理解促進も期待される。このように、啓

発資材を単独で使用するのではなく、複数

の手法を組み合わせることで、より大きな

啓発効果を得ることができる。

最後に、本研究で開発した資材の有効性

を確認するためには、今後の効果検証が必

要である。特に、啓発資材が偏見軽減や行

動変容に及ぼす影響を科学的に評価するこ

とが求められる。 

Ｅ.結論 

本研究では、HIV感染症に関する正確な

知識の普及と偏見の軽減を目的に、一般労

働者層向けの啓発資材を開発した。欧米諸

国の資料レビューを基に、日本の職場環境

に適した情報提示形式とクイズ形式の2種

類の資材を作成した。 

情報提示形式は基本的な知識の効率的な

伝達に、クイズ形式は主体的な学習と理解

の深化に寄与することが示された。また、

労働者層の特性に合わせた内容調整や、掲

示、パンフレット配布、健康診断時の指導

など、多面的な活用が重要であると考えら

れた。 

Ｅ.研究発表 

1. 論文発表

該当なし

2. 学会発表

該当なし

Ｆ．知的財産権の出願・登録状況 

 1. 特許取得       なし(非対象) 

 2. 実用新案登録    なし(非対象) 

 3. その他      なし(非対象)
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表 1. 欧米諸国の HIV 感染症・エイズ啓発資材の一覧 

No. 機関・国 種類 特徴・内容 リンク先

1 Global network o

f people living 

with HIV, Nether

lands 

Leaflet リーフレット上に情報が掲載されてお

り、以下の内容が含まれていた。HIV

治療と人権、HIV検査、HIV感染中の授

乳、HIVのスティグマに関連するこ

と、HIVとCOVID-19

https://gnpplus.net/

resource-type/tools-

leaflets-and-posters

/ 

2 Department of He

alth, New York, 

the USA 

Booklet an

d Poster 

リーフレット上に情報が掲載されてお

り、以下の内容が含まれていた。HIV

検査の啓発と検査先の電話番号とウェ

ブサイトリンク、HIVの感染経路、HIV

と妊娠、予防方法、HIVと薬物使用

https://www.health.n

y.gov/diseases/aids/

general/publications

/ 

3 Aidsmap, UK Booklets Myth or Factを選ぶ形でクイズ形式に

なっていた。内容は、HIVの治療方

法、感染経路、HIVが不治の病かどう

か、さらなる情報ソースの提供 

https://www.aidsmap.

com/ 

4 National Aids Tr

ust, UK 

Leaflet リーフレット上に情報が掲載されてお

り、以下の内容が含まれていた。HIV

の基本知識（HIV/AIDSとは何か、治療

方法）、HIVの感染経路、予防方法、H

IVへのスティグマ、PEPに関する情

報、HIV検査について（方法・場所）

https://www.nat.org.

uk/hiv-awareness-mat

erial/what-everyone-

should-know-about-hi

v 

5 President's Emer

gency Plan for A

IDS (PEPFAR), so

uth africans and

 americans in pa

rtnership to fig

ht HIV/AIDS, USA 

Leaflet リーフレット上に情報が掲載されてお

り、以下の内容が含まれていた。HIV

の基本知識（HIV/AIDSとは何か、治療

方法）、HIVの感染経路、予防方法、H

IV検査について（方法・場所）

https://www.hiv.gov/

federal-response/pep

far-global-aids/pepf

ar 

6 HIV i-BASE, UK Factsheet U=U (Undetectable=Untransmutable):

 抗 HIV 治療を受けていて、HIV のウ

イルス量の数値が検出限界未満なら、

感染しないという概念に関するQ&Aが

ファクトシート形式で掲載されてい

た。

https://i-base.info/

u-equals-u/ 

7 Sida Info Servic

e, France 

Quiz 若年層向けの啓発を目的としたクイズ

形式であり、以下の内容が含まれた。

（エイズは治るか、エイズで死ぬこと

はないか、エイズは人口的に作られた

ものか、性行為はエイズを防ぐか、治

療薬はエイズから守ってくれるか、エ

イズは蚊と公衆トイレによって伝染す

るか、エイズに罹患していると子供を

産むことができないか）

https://www.sida-inf

o-service.org/les-id

ees-fausses/ 

https://gnpplus.net/resource-type/tools-leaflets-and-posters/
https://gnpplus.net/resource-type/tools-leaflets-and-posters/
https://gnpplus.net/resource-type/tools-leaflets-and-posters/
https://gnpplus.net/resource-type/tools-leaflets-and-posters/
https://www.health.ny.gov/diseases/aids/general/publications/
https://www.health.ny.gov/diseases/aids/general/publications/
https://www.health.ny.gov/diseases/aids/general/publications/
https://www.health.ny.gov/diseases/aids/general/publications/
https://www.aidsmap.com/
https://www.aidsmap.com/
https://www.nat.org.uk/hiv-awareness-material/what-everyone-should-know-about-hiv
https://www.nat.org.uk/hiv-awareness-material/what-everyone-should-know-about-hiv
https://www.nat.org.uk/hiv-awareness-material/what-everyone-should-know-about-hiv
https://www.nat.org.uk/hiv-awareness-material/what-everyone-should-know-about-hiv
https://www.nat.org.uk/hiv-awareness-material/what-everyone-should-know-about-hiv
https://i-base.info/u-equals-u/
https://i-base.info/u-equals-u/
https://www.sida-info-service.org/les-idees-fausses/
https://www.sida-info-service.org/les-idees-fausses/
https://www.sida-info-service.org/les-idees-fausses/


●HIV（ヒト免疫不全ウイルス）は、病

原体から体を守る役割を持つヘルパー

T 細胞（白血球の一種）を攻撃するウイ

ルスです。一度体内に入ると、完全に排

除することはできません。

●エイズ（後天性免疫不全症候群）は、

HIV に感染している状態が長期間続

くことで、免疫機能が徐々に低下し、発

症する

病気です。

●HIV の主な感染経路は、性的接触、

血液（輸血や針の共有）、母子間の感染

の３つです。

●HIV は日常生活や仕事の場ではう

つりません。

HIVの感染経路は？

HIVとエイズとは？

性的接触 血液感染 母子間

～主な感染経路～

HIV感染症は「死の病」ではなく、適切な治

療によりコントロール可能な慢性疾患で

す。多くのHIV陽性者が治療を続けながら

健康を維持し、職場で活躍しています。誤解

や思い込みは当事者を傷つけ、職場環境に

も影響を与えます。正しい知識を身に着け

理解を深めましょう。

正しい知識を！

職場と
HIV感染症/エイズ
正しい知識を身につけましょう

職場と
HIV感染症/エイズ
正しい知識を身につけましょう

職場と
HIV感染症/エイズ
正しい知識を身につけましょう
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急性期・無症候性キャリア期・エイズ期の３つの段階が

あります。

●急性期 : まず、感染後約 2~4 週間で、発熱、胸部の発疹、

　喉の痛み、倦怠感、下痢などの症状が現れることがあり

　ますが、通常は数日から数週間で自然に治まります。

●無症候性キャリア期 : 急性期を過ぎると、次に症状が

　現れない無症候性の時期が数年から10年程度続きます。

●エイズ期 : 治療を受けずにいると、最終的にエイズを発

　症し、免疫機能が著しく低下します。その結果、健康な人

　では通常発症しないような病原体による感染症やがん、

　神経障害など、さまざまな病気にかかりやすくなります。

HIVの症状は？

発熱・だるさ・発疹
のどの痛み・下痢

自覚症状なし 肺炎・リンパ腫
体重減少・結核

HIVに感染してからエイズを発症するまでの流れ

急性期 無症候性
キャリア期 エイズ期

感 染

約2週間～4週間 数年～10年 ※個人差あり

HIVの検査を受ける時期は？

●感染の可能性がある機会から3ヶ月以上

経過してから検査を受けることが推奨さ

れています。

●保健所での検査では、約5mL（小さじ1杯

程度）の採血でHIVの有無を確認します。

HIVはどのように
治療するの？

●多剤併用療法が基本で、2種類以上の抗

HIV薬を組み合わせて使用します。最近

では、1日1錠の合剤や1～2ヶ月に1回の

筋肉注射も選択肢として利用できます。

●治療を一度始めたら服薬を継続するこ

とが大切です。途中で中断すると薬が効

かなくなる可能性があります。

●治療を続けることで仕事を含む通常の

生活を送ることが可能です。ただし、HIV

を完全に排除することはできないため、

約3ヶ月に1回の定期診察で治療状況を確

認します。

HIV関連の
支援制度はあるの？

●身体障害者手帳：HIV陽性者は、免疫機

能障害として身体障害者手帳を申請でき、

医療費助成や所得税の控除などの支援を

受けることが可能です。医療費助成によっ

て、医療費の自己負担は月額 0～2 万円に

軽減されます。

職場で「私、HIV なんです」と
告げられたら？

●信頼して話してくれたことを尊重し、その情報を本人の許

可なく他者に伝えないことが極めて重要です。HIV 陽性で

あることを理由にした差別は、人権を侵害する重大な問題で

あり、職場としてそのような状況を防ぐ責任があります。

●HIV 陽性者を特別視するのではなく、職場の仲間として

尊重し、誰もが安心して働ける環境を整えることが大切で

す。

U=Uとは何ですか？

●国際エイズ学会やアメリカ疾病予防管理センターでも広く

提言されている、「抗HIV治療でHIVウイルス量の検出限界

未満(Undetectable)が最低6ヶ月以上続いている人は、コン

ドームなしで性行為をしても一切、HIV感染をさせない

(Undetectable)という科学的根拠に基づいた概念です。

HIVに関する差別や偏見をなくすために必要な知識です。

POINT



Myths or Facts?
HIV感染症/エイズについて、
正しい知識を持っていますか？

職場内での接触でHIVが
他の人に感染することがある？

HIVは、HIVを含む血液や体液が他

の人の粘膜や血管に達する傷口に直

接接触する状況で感染が成立しま

す。職場での会話や握手、トイレや

食器の共有で感染することはありま

せん。

日常生活では感染しません

HIV感染症の治療や薬の副作用で
仕事を辞めなければならない？

現在の抗HIV薬は、1日1～2回の

服用で治療が可能で、副作用もほと

んどありません。そのため、治療を

続けながら今まで通り仕事を続ける

ことができます。ただし、継続的な

服薬と医師の指示に従った管理は不

可欠です。

HIV陽性者は
定年まで働けない？

抗HIV薬を適切に服用すれば、HIV

を保有していない人と変わらず、健康

に長く働き続けることが可能です。

治療していればコンドームなしの
性行為でHIVがうつることはない？

抗 HIV 薬によりウイルス量が検出限

界未満に6ヶ月以上維持されている場

合、コンドームなしでの性行為でも相

手に HIV を感染させることはありま

せん。これは「U=U」（Undetectable

= Untransmittable：検出できない

= 感染しない）として、国際的に認知

されている概念です。そのため、職場

での接触で HIV がうつる可能性もな

いと言えます。

HIVの検査は
どこで受けられる？

HIVの検査は、全国の保健所や自治

体の特設検査施設で無料・匿名で受

けられます。また、自分の住んでい

る地域以外の保健所でも検査が可能

です。なお、検査目的の献血は絶対

に控えてください。

そ
れ
と
も
事
実
？

あ
な
た
の
思
い
込
み
？



CHECK LIST
正しい知識を知りましょう

HIV感染症/エイズについて、
あなたはどれくらい正しい知識を持ってますか？

HIV感染症は「死の病」ではない。

適切な治療を受けることでコント
ロール可能な慢性疾患です。多くの
HIV陽性者が健康を維持しながら職
場で活躍しています。

HIVは特定の状況でのみ
感染が成立する。

HIVを含む血液や体液が他の人の粘
膜や血管に達する傷口に直接接触す
る状況で感染が成立します。職場で
の会話や握手、トイレや食器の共有
で感染することはありません。

服薬の継続が治療の効果を左右する。

抗HIV薬は中途半端な服薬では効果
が十分に得られません。治療効果を
維持するために、継続して服薬する
ことが大切です。

HIV治療は負担が少なく、
治療と仕事の両立が可能である。

1日1錠の服薬で治療できることも少
なくなく、現在の抗HIV薬は副作用
がほとんどありません。治療を続け
ながら今まで通り仕事を続けること
ができます。

「U=U」の概念を理解している。

「Undetectable = Untransmittable
（検出できない＝感染しない）」は、
HIVウイルス量が検出限界未満に6ヶ
月以上維持されている場合、他の人
にHIVを感染させることはないとい
う科学的根拠に基づく考え方です。

HIV検査は
無料かつ匿名で受けられる。

全国の保健所や自治体の特設検査施
設で、無料かつ匿名で検査が可能で
す。検査は感染の可能性があった日
から3ヶ月以上経過してから受ける
ことが推奨されています。

HIV陽性者は支援制度を利用できる。

HIV陽性者は、免疫機能障害として
身体障害者手帳を申請でき、医療費
助成や所得税の控除などの支援を受
けることが可能です。医療費助成に
よって、医療費の自己負担は月額0
～2万円に軽減されます。

HIV陽性者への差別は
法律で禁止されている。

不当な差別や解雇、雇用機会の制限
は、「障害者差別解消法」や「労働基準
法」によって禁じられています。職
場では平等な対応が求められます。

従業員の健康情報は厳重に守られる。

職場の規定、その他関連法令により、
プライバシーにかかわる情報を本人
の許可なく他者に伝えないことが極
めて重要です。

HIV陽性者だからといって、
特別な扱いは不要です。

HIV陽性者を特別視するのではな
く、職場の仲間として尊重し、誰も
が安心して働ける環境を整えること
が大切です。

MEMO
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令和 6 年度厚生労働厚生労働科学研究費補助金（エイズ対策政策研究事業） 
分担研究報告書 

 
職域における HIV 感染症に関する知識の普及啓発の促進に向けた研究 

 
研究分担者 今橋 真弓 

名古屋医療センター臨床研究センター感染・免疫研究部 感染症室長 
研究分担者 高橋 秀人 

帝京平成大学薬学部薬学科 教授 
 

研究要旨 
名古屋医療センター専門外来通院中の PLHIV（People Living with HIV）に対し、

職域における HIV に関する不適切事例の有無について匿名アンケート調査を行っ

た。回答者は 322 人であった。回答者の 92%が就労していたが、自身の HIV ステ

ータスを職場で公表していたのは回答者の 28.5%であった。職場に HIV や差別に

関するポリシーやガイドラインについて知っているとした回答は 18%であり、HIV
ステータスに関わらず、ガイドラインの周知が必要であることが示唆された。 

 
Ａ．研究目的 
抗 HIV 治療薬の進歩により、HIV と共に生

きる人 （々PLHIV）の長期寿命が期待できるよ

うになった結果、PLHIV と HIV の感染リスク

にさらされている人々の QOL 改善や差別偏見

やスティグマの撤廃が強化されてきている。特

に差別偏見やスティグマの撤廃には HIV やエ

イズに対する最新かつ科学的に正しい知識の

普及啓発が不可欠である。 
我々は先行研究で、職域では、平成 30 年 3

月の内閣府「HIV 感染症・エイズに関する世論

調査（以下内閣府調査）」時と変わらずエイズの

知識の普及啓発が進んでいないことを明らか

にした。また研究協力機関に対し、郵送検査キ

ットによる HIV スクリーニング検査機会の提

供と同時に HIV 感染症・エイズについての講

演も行ってきた。 
本研究では PLHIV の職場での HIV に関す

る不適切事例の有無を調査すべくアンケート

調査を行った。 
 

Ｂ．研究方法 
2024 年 5 月 1 日～7 月 31 日に専門外来を受

診した当科患者にアンケート回答のお願いを

呼び掛けた。日本語のみのアンケート作成では

あったが、数人医療通訳を介した回答が行われ

た。回答は無記名で回答することで研究参加同

意とした。インタビュー調査可能な回答者には

自身の病院ＩＤの記入を依頼し、後日、電話で

調整を行った。 
URL:https://forms.gle/UPVzkz79MxZ4fvNk9 

 また各職場での HIV に対する意識調査とし
て HIV 検査機会が提供された事業所と HIV 検
査機会が提供されたことのない事業所に対し
てアンケート調査を行った。アンケート協力事
業所は下記の通り。 
 ギリアド・サイエンシズ株式会社 
 株式会社 メディカルレビュー社 

https://forms.gle/UPVzkz79MxZ4fvNk9


 ジェイ エイ シー リクルートメント 
 株式会社エム・シー・アイ 
 株式会社メディカルノート 
 H.U. ウェルネス株式会社 
 アストラゼネカ株式会社 
 グラクソ・スミスクライン株式会社 
 ヴィーブヘルスケア株式会社 
（倫理面への配慮） 
名古屋医療センターの倫理審査を受審後行っ

た。（2023-047） 
 
Ｃ．研究結果 
1.回答患者属性（表 1） 
合計 322人から回答を得た。年齢の中央値は 49
歳（range:20～74 歳）で、男性 309 人（96.3%）、

女性 12 人（3.7%）であった。性指向は 74.9%
がゲイ、13.2%がバイセクシャルであった。婚

姻状況は過去に1度も結婚したがことがない未

婚の PLHIV が 77.0%を占めていた。学歴は

37.5%が大卒で最も多く、続いて高卒（31.9%）、

専門学校卒（13.4%）と続いた。仕事は会社勤

務が 35.1%と最も高く、続いてパートアルバイ

ト（11.2%）、派遣・契約社員(10.9%)と続いた。

無職は 5.9%だった。業種は製造業が 20.0%と

最も高く、続いて医療・福祉（17.0％）、その他

サービス業（11.0%）と続いた。独居が 42.7%
と最も多く、続いて自分以外に 1 人（2 人住ま

い）が 29.9%であった。世帯年収は 200~299 万

円が 15.4%と最も多く、300~399万円（14.7%）、

200 万円未満(13.8%)と続いた。HIV 治療を開

始して10年以上経過しているPLHIVが54.2%
にのぼった。 
2.HIV と職場について（表 2） 
雇用主や上司・同僚に HIV ステータスを公表

したことがある PLHIV は 28.5%であった。職

場で HIV ステータス（つまり HIV 陽性）に基

づいてネガティブな結果や差別的行動に直面

したことは 7.4%が経験していた。HIV ステー

タスによる昇進やキャリア形成に障壁を感じ

たことがあるのは 15.3%であった。雇用機会の

拒否や職探しに困難を経験したことがあるの

は 11.4%であった。HIV ステータスに関する機

密の漏洩に直面したことがあるのは 8.7%、適

切な配慮やサポートを受けたことがあるのは

11.8%であった。 
アンケート内では職域での不適切対応事例経

験者に対し、インタビュー調査への協力を呼び

かけた。協力申し出者は 136 人に上ったが、そ

のうち職場で HIV ステータスを公表していた

のは 46 人（33.8%）であった。公表していない

PLHIV は「公表していないので直接差別は経

験していない」「公表はしていないが、特定のセ

クシュアリティについて揶揄しているのを聞

いた」といった事例が寄せられた。令和 6 年度

はインタビューは 7 人に対し行った。 
 
Ｄ．考察 
当院の定期通院者数がおよそ 1700 人程度であ

ることを考慮すると、本アンケート調査におよ

そ定期通院者の 20%から回答を得た。HIV ステ

ータスを公表している PLHIV が 28.5%と低いこ

とから、公表していないが故に HIV を理由とし

た職場での不適切な対応を直接経験したこと

がないことが予想された。職場での HIV および

差別に関するポリシーやガイドラインについ

て知っている PLHIV は 18%と低く、HIV ステー

タスにかかわらず、ガイドラインが存在するこ

とを周知することが必要であると考えられた。 

 

Ｅ．結論 
当院定期通院中の PLHIV に対し、アンケート

調査を行った。90%以上が就労していて、3 割



弱の PLHIV が自身の HIV ステータスを職場

で公表していた。職域における HIV および差

別に関するポリシーやガイドラインが制定さ

れていることを啓発していく必要がある。 
 
Ｆ．健康危険情報 
特になし 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
（予定を含む。） 
１．特許取得 なし 
２．実用新案登録 なし 
３．その他 なし



表１：回答患者属性 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

年齢 業種

中央値（range） 49(20-74) 公務 13(4.3)

性別 製造業 60(20.0)

男性 309(96.3) 医療・福祉 51(17.0)

女性 12(3.7) 卸売業・小売業 27(9.0)

その他 0(0) 宿泊業・飲食サービス業 17(5.7)

性指向 建設業 16(5.3)

ゲイ 233(74.9) 情報通信業 13(4.3)

ストレート 33(10.6) 運輸業・郵便業 17(5.7)

トランス 4(1.3) 電気・ガス・熱供給・水道業 3(1.0)

バイセクシャル 41(13.2) 金融業・保険業 7(2.3)

婚姻状況 不動産業・物品賃貸業 4(1.3)

現在結婚している。 53(16.5) 教育・学習支援業 14(4.7)

離別、死別 21(6.5) 学術研究・専門・技術サービス 13(4.3)

未婚（過去に結婚したことがない） 247(77.0) 農業・林業・漁業 2(0.67)

最終学歴 鉱業 1(0.3)

中学校 18(5.6) 生活関連サービス業・娯楽業 9(3.0)

高校 102(31.9) その他サービス業 33(11.0)

専門学校 43(13.4) 自分を除いた同居人数

短大・高専 14(4.4) 0人（独居） 137(42.7)

大学 120(37.5) 1人 96(29.9)

大学院 23(7.2) 2人 45(14.0)

現在の就労状況 3人 27(8.4)

1. 会社勤務（一般社員） 113(35.1) 4人 11(3.4)

2. 会社勤務（管理職） 29(9.0) 5人 4(1.3)

3. 会社経営（経営者・役員） 7(2.2) 6人以上 1(0.3)

4. 公務員・教職員・非営利団体職員 22(6.8) 世帯年収

5. 派遣社員・契約社員 35(10.9) 200万円未満 43(13.8)

6. 自営業（商工サービス） 23(7.1) 200～299万円 48(15.4)

7. SOHO 1(0.3) 300～399万円 46(14.7)

8. 農林漁業 1(0.3) 400～499万円 38(12.2)

9. 専門職（弁護士・税理士等・医療関連） 19(5.9) 500～599万円 37(11.9)

10. その他の職業 10(3.1) 600～699万円 29(9.4)

11. パート・アルバイト 36(11.2) 700～799万円 18(5.8)

12. 専業主婦・主夫 4(1.2) 800～899万円 18(5.8)

13. 学生 3(0.9) 900～999万円 7(2.2)

14. 無職 19(5.9) 1000万円以上 28(9.0)



表２：HIV 感染症と職場に関する質問

HIV治療年数

5年未満 59(18.4)

10年未満 86(26.8)

15年未満 84(26.2)

15年以上 90(28.0)

未治療 2(0.62)

職場での経験について

はい 91(28.5)

いいえ 228(71.5)

はい 23(7.4)

いいえ 287(92.6)

はい 17(5.5)

いいえ 293(94.5)

はい 47(15.3)

いいえ 261(84.7)

はい 35(11.4)

いいえ 273(88.6)

はい 56(18.0)

いいえ 255(82.0)

はい 27(8.7)

いいえ 283(91.3)

はい 36(11.8)

いいえ 268(88.2)

はい 10(3.3)

いいえ 297(96.7)

2) 雇用主または上司からHIVステータスに基づいてネガティブな結

果や差別的な行動に直面したことはありますか？

1) 雇用主または上司または同僚にあなたのHIVステータスを公表し

たことがありますか？

9) HIVステータスによる職場でのいじめ、嫌がらせ、または口頭で

の暴言に直面したことはありますか？

8) 職場からHIVステータスに関して、適切な配慮やサポートを受け

たことはありますか？

7) 職場でHIVステータスに関する機密の漏洩に直面したことはあり

ますか？

6) 職場のHIVおよび差別に関するポリシーやガイドラインについて

知っていますか？

5) HIVステータスのために雇用機会が拒否されたり、仕事を見つけ

るのに困難を経験したことがありますか？

4) HIVステータスによる昇進やキャリア形成に障壁を感じたことは

ありますか？

3) HIVステータスに基づく同僚からのスティグマや差別を経験した

ことがありますか？



厚生労働科学研究費補助金（エイズ対策政策研究事業）

（分担）研究報告書

職域における HIV 感染症に関する知識の普及啓発の促進に向けた研究 

研究分担者 堀 愛 筑波大学医学医療系 国際社会医学研究室

研究要旨 

本研究の目的は、職域におけるHIV検査の現状を把握し、HIV検査の促進・阻害要因を明らかにすること

である。令和6年度は、東京都内の健康診断機関を対象に質問票調査を実施し、42機関中22機関より回答を

得た。事業所健診でHIV検査を実施していたのは、22機関中9機関であった。事業所健診におけるHIV検査

の促進・阻害要因として、次の4点が明らかとなった。①個人情報の取り扱い、②受診者や社会全体のニー

ズ、③実務（手続き、費用、研修）、④行政や学会の推奨。今後の職域におけるHIV検査の普及啓発にあた

っては、これらの促進・阻害要因に対する介入方法とその効果を検証する必要がある。

Ａ．研究目的 

HIVと共に生きる人 （々以下、PLHIV）は勤労世

代に多く、早期診断のためには職域も含めた検査機

会の提供が重要である。国際労働機関ILOは、2022
年に示されたPolicy Briefにて、職域におけるHIV
検査をハイリスク者にリーチできる場として活用

することを紹介しており、さらにVCT@WORKとし

て、労働者が自主的なHIV相談と検査ができるよう

に活動を行っている。

しかしながら、わが国では、職域におけるHIV検

査が普及していない。本研究では、職域におけるエ

イズ等検査を担っている健康診断機関（以下、健診

機関）の担当者（以下、健診センター従事者等）を

対象に、HIV/AIDS（以下、エイズ）対策の現状を

把握し、エイズ対策を促進・阻害する要因を明らか

にすることを目的として、質問票調査を実施した。 

Ｂ．研究方法 

■対象機関

東京都内において事業場の健康診断を実施する

大手健診機関の殆どが加入する団体に協力を得て、

質問票調査を実施した。 

対象：東京都産業保健健康診断機関連絡協議会（都

産研協）所属の42機関 
調査期間：2024年12月24日-2025年1月31日 
都産研協事業部会の協力の下、メールにて本調査

依頼を呼びかけた。その後、会員機関に説明文書お

よび調査票を郵送し、同封の返信用封筒にて紙の

調査票の返送、あるいはWeb調査票にて回答を依

頼した。Web調査票の作成およびデータ入力は、東

京都ビジネスサービス株式会社に委託した。なお

回答への謝礼としてQuoカード1,000円をレターパ

ックライトで送付した。

集計方法：Microsoft Excelにて集計した。 

■調査項目
調査項目は、研究協力者（全日本労働福祉協会

主席研究員 長濱さつ絵）と連絡会を開催して協

議し、内容を確定した。調査項目を、資料1 調査票

に示す。

（倫理面への配慮）本研究は、機縁法により事前に

同意を得られた健診センター従事者等に、HIV検

査に関する業務上の認識や意向について、質問票

調査を実施するものであり、回答者本人の健康情

報などの要配慮個人情報を含まない。回答者には、

説明文書において「本研究によって、個人への不利

益や危険性が生じるおそれはない」こと、また「ヒ

アリング調査後、いつでも参加を撤回できるが、成

果物の改変は困難であること」を明記して回答の

同意を得た。本調査の研究計画は人を対象とする

生命科学・医学系研究に関する倫理指針に沿って

作成し、筑波大学医の倫理委員会第1919号（令和5
月9月11日）の承認を受けて実施した。

Ｃ．研究結果

■健診機関42機関中、22機関より回答を得た。

事業所健診において現在HIV検査を実施してい

たのは、回答を得た22機関中9機関であった。 

■資料2 調査結果に、以下の項目を示す。

１事業所健診でのHIV検査実施状況

１-１HIV検査実施のタイミングについて

１-２検査結果の個人情報としての取り扱い

１-３HIV検査結果の返却方法

２HIV検査実施についての考え

２-１健診でHIV検査を実施することについて

２-２HIV検査の実施を検討する上で重要と考える

こと

３感染症について情報を入手した経路

４エイズ以外の健診オプションについて

４-１法定外項目の返却方法について

４-２事業所健診のオプションとして選択すること

が可能な感染症検査

４-３事業所向けに提供している予防接種



５関連法令や認証制度について 
５-１職場のHIV検査に関連する法令等について 
５-２取得している認定について 
 
Ｄ．考察 
本調査では、健診機関が受診者にHIV検査を提

供するにあたり、4つの促進・阻害要因が明らかと

なった。 
以下に、①個人情報の取り扱い、②受診者や社会

全体のニーズ、③実務（手続き、費用、研修）、④

行政や学会の推奨、について、調査結果に基づいて

考察する。 
 
■①個人情報の取り扱いについての懸念が減れば、

健診機関がHIV検査を提供しやすくなると考えら

れる。 
多数の健診機関が、事業所健診でHIV検査を実

施するにあたり個人情報の取り扱いが難しい、と

考えていた。具体的には、「PLHIVでそのことを

職場や健診機関に伝えていない人への配慮が難し

い」（15/18機関）、「健診会場でプライバシーに

配慮してHIV検査を実施するのが難しい」（14/18
機関）、そして「HIV検査の結果をプライバシーに

配慮して本人に返却するのが難しい」（10/18機関）

という認識であった。 
今後、健診機関がHIV検査の実施を検討する上

では、「プライバシー保護の方法が明確であること」
（19/20機関）「PLHIVでそのことを職場や健診機
関に伝えていない人に配慮すること」（19/20機関）
が重要と考えていた。 
一方で、実際に事業所健診でHIV検査を実施し

ている機関の多くは、「HIV検査時に個別で（他の

検査結果と同様の包括同意ではなく）本人の同意

を得る」（7/9機関）対応をとっていた。HIV検査

結果の返却方法は、がん検診など他のオプション

検査に比べ、事業者あてに返却している健診機関

が少なかった（結果１-３，結果４）。 
本調査では、「健康情報等に関する取扱い規程」

を知っている健診機関（15/20機関）や、プライバ
シーマークを取得済（14/19機関）の健診機関が多
かったものの（結果５-１、５-２）、HIV検査の実
施やHIV検査結果の返却、あるいはPLHIVへの対
応について経験を持つ健診機関は少数であり、多
くの健診機関が個人情報の取り扱いに懸念を感じ
ていることが明らかとなった。 
今後、健診機関でのHIV検査実施に際して、受診

者と健診機関、さらには事業者も安心できる個人
情報の取り扱い体制づくりが必須と考える。 
 
■②受診者や社会全体のニーズが健診機関に伝わ

れば、健診機関がHIV検査を提供しやすくなると

考えられる。 
HIV検査の対象となる受診者や社会全体のニー

ズが、健診機関に伝わっていないことが、HIV検査

普及の足かせとなっている可能性がある。 
HIV検査に比べると、事業所健診オプションと

してのB型・C型肝炎（19/20機関）や風疹（17/20
機関）・麻疹（16/20機関）等の感染症検査や、事

業所向けの季節性インフルエンザ予防接種（14/20
機関）は普及しているといえる（結果４-２, ４-３）。

これらのオプション項目の中には、労働安全衛生

法上の法定項目でないものも含まれるが、公衆衛

生上の意義（特定感染症予防指針等）や報道、さら

に事業者や受診者からの要請に対応して、健診機

関が提供していると考えられた。 
エイズ対策の社会的な意義については、今後、障

害者雇用の当事者であるPLHIVや、LGBTフレン

ドリー企業の視点からの要請が高まれば、健診機

関がHIV検査需要に応える可能性もありうる。現

時点では、障害者雇用優良中小事業主（もにす認定）

やLGBTフレンドリー企業認定（PRIDE指標など）

を受けている健診機関はゼロであった（結果５-２）

ものの、それぞれ1機関が今後取得する予定がある

と回答していた。一方で、健康経営優良法人認定（6
/20機関）、SDGs認定（1/20機関）を取得済の健診

機関は既に存在していた。今後、社会の要請が高ま

れば、HIV検査機会の拡充に寄与する健診機関が

増えると考える。 
 
■③実務（手続き、費用、研修）の障壁が少なけれ

ば、健診機関がHIV検査を提供しやすくなると考

えられる。 
 実務面では、「HIV検査の結果が陽性だった場合

の事後措置（紹介状作成、受診勧奨）が難しい」（1
4/18機関）、「HIV検査を実施するかどうかについ

て、誰に相談したらよいかわからない」（5/18機関）

ことが健診機関の障壁になっていた。一方、事業上

のメリットとして「HIV検査を実施することで利

益が得られる」（10/18機関）と前向きにとらえる

健診機関もあった。 
 今後、健診機関がHIV検査の実施を検討する上

では、「事務手続きが簡便であること」（18/20機
関）、「リーフレットなど、健診機関向けの情報が

入手できること」（17/20機関）、「担当者向けのe
ラーニングなど、研修の機会があること」（14/19
機関）、そして「利益が得られること」（16/20機
関）が促進要因となると考えられた。こうした実務

上の観点では、HIV検査以外のオプション検査、例

えば健診機関におけるがん検診の先行事例を参考

に、同等のマニュアル作成や職員研修が必要にな

ると考えられた。 
 
■④行政や学術団体が公的に推奨すれば、健診機

関がHIV検査を提供しやすくなると考えられる。

 健診機関にとってエイズに関する情報を入手す

る機会は少ない（結果３）。エイズ以外の感染症（新

型コロナウイルス感染症やインフルエンザ等）と

比べると、行政（国・都道府県・市町村）、労働衛

生機関（産業保健総合支援センター、中央労働災害



防止協会等）、医療専門職、そして報道からの情報

が、いずれも少ないことが明らかとなった。 
そのため事業所健診でHIV検査を実施すること

について、「自施設単独の判断でなく、国や社会全

体で統一的な判断が必要」（12/18機関）と考える

健診機関が多く、「HIV検査を実施するかどうか、

判断する根拠となる情報が少ない」（8/18機関）と

戸惑いもみられた。 
従って今後、HIV検査の実施を検討する上では、

大半が「根拠となる法令等が整備されていること」

（17/20機関）「学術団体や学会ガイドラインで推

奨されていること」（15/20機関）、そして「国や

行政から推奨されていること」（14/19機関）が重

要であると考えていた。自由記述でも「国や行政か

ら事業所に対して実施を推奨し、周知することが

必要。」「安衛法で定めて頂かない限り、不可能と

考えています。（リスクを負えない）」との意見が

抽出された。 
なお意外にも、「職場におけるエイズ問題に関す

るガイドライン（平成7年厚労省通達、以下、ガイ

ドライン）」の影響は大きくないと考えられた。本

調査結果では、ガイドラインを知っていると回答し

た健診機関は3割（6/20機関）であり、職域におけ

るHIV検査がガイドラインによって禁止されてい

るという認識は2割弱（3/18機関）にとどまった。

ガイドラインは発行30年を経て、もはやHIV検査普

及の大きな阻害要因でなくなりつつあるかもしれ

ない。むしろ健診機関にとっては、今後の行政や学

術団体からの推奨があれば、ガイドラインにこだわ

らずHIV検査を提供しやすくなると考えられる。 
 

■本調査の限界 
本調査に参加したのは、東京都内においてHIV検

査について関心を持ち、先取的にHIV検査実施に取

り組んでいる健診機関が多いと考えられた。そのた

め調査結果を他道府県にも適用できるかについて

は、慎重に判断する必要がある。 
 

Ｅ．結論 
健診機関を実施主体とした職域におけるHIV検

査の普及推進にあたっては、個人情報の取り扱い

体制を整備すること、受診者や社会全体のニーズ

を可視化すること、実務上の障壁を取り除くこと、

そして行政や学術団体が公的に健診機関における

HIV検査を推奨することが重要と考えられた。 
今後は、これらの促進・阻害要因に対する介入方

法とその効果を検証し、社会実装する必要がある。 
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職域における HIV 感染症に関する知識の普及啓発の促進に向けた研究 
 

 

調査に同意します。（いずれかに☑をつけてください。） 

□1 はい （以下の質問に進んでください。）     □2 いいえ （質問は終了です。ありがとうございました） 

 

 HIV 対策の意向について  

現在の HIV 検査の実施についてお伺いします。 

健診担当者（実施担当者、検査項目選定者、営業担当者等）がご回答ください。 

（診療としての HIV 検査や、自施設職員に対しての HIV 検査実施は除きます） 

 

1 貴施設では、健診受診者に対して、HIV 検査を実施していますか。 

実施している場合は「はい」に☑を、実施していない場合は「いいえ」に☑をつけてください。 

□1. はい （実施している。）  □2. いいえ （実施していない。） 

         次ページ 3 へお進みください 

2 「実施している」と回答された方にお聞きします。 

健診受診者に対する HIV 検査の実施状況について、あてはまるものをすべてお答えください。（複数回答可） 

□1. 受診者本人から希望があった場合に実施している 

□2. 事業者から希望があった場合に実施している 

□3. 行政からの委託事業として実施している 

 

「実施している」と回答された方にお聞きします。 

貴施設で、HIV 検査実施のタイミングを教えてください。あてはまるものをすべてお答えください。（複数回答可） 

□1. 一般定期健康診断や人間ドックのオプションで、HIV 検査を実施している 

□2. 入社時や配属時の健康診断のオプションで、HIV 検査を実施している 

□3. 希望があった場合に随時、HIV 検査を実施している 

□4. 針刺し事故対応として、HIV 検査を実施している（ただし自施設職員を除く） 

□5. 感染症のセット項目として、HIV 検査を実施している 

□6. 海外赴任者のセット項目として、HIV 検査を実施している 

□7. その他の機会や５．６．以外のセット項目等として、HIV 検査を提供している 

 

「実施している」と回答された方にお聞きします。 

HIV 検査結果の個人情報としての取り扱いについて、あてはまるものをすべてお答えください。（複数回答可） 

□1. HIV 検査の結果の取り扱いについて、「他の検査結果と同様の包括同意として」本人の同意を得ている 

□2. HIV 検査の結果の取り扱いについて、「HIV 検査時に個別で（他の検査結果と同様の包括同意ではなく）」 

本人の同意を得ている 

□3. HIV 検査の結果の取り扱いについて、とくに本人の同意を得ることはしていない 

 

「実施している」と回答された方にお聞きします。 

HIV 検査結果の返却方法について、あてはまるものをすべてお答えください。（複数回答可） 

□1. HIV 検査の結果を、本人あてに紙媒体（封書など）で返却している 

□2. HIV 検査の結果を、本人あてに紙媒体以外（電子データ）で返却している 

□3. HIV 検査の結果を、事業者あてに紙媒体（封書など）で返却している 

□4. HIV 検査の結果を、事業者あてに紙媒体以外（電子データ）で返却している 

□5. HIV 検査の結果を、自治体や依頼者あて（事業者以外）に紙媒体（封書など）で返却している 

□6. HIV 検査の結果を、自治体や依頼者あて（事業者以外）に紙媒体以外（電子データ）で返却している 

 

「実施している」と回答された方にお聞きします。 

HIV 検査結果の履歴について、あてはまるものをすべてお答えください。（複数回答可） 

□1. HIV 検査の結果履歴が翌年以降も、本人向けの健診結果に表示される 

□2. HIV 検査の結果履歴が翌年以降も、事業者向けの健診結果に表示される 

□3. HIV 検査の結果履歴が翌年以降も、自治体や依頼者あて（事業者以外）の健診結果に表示される 

資料 1 調査票 



□4. HIV 検査の結果履歴について、翌年以降も表示されることはない 

 

3 「実施していない」と回答した方にお聞きします。 

HIV 検査の実施の検討状況について、あてはまるものを１つお答えください。 

□1. 実施を検討している  □2. 実施を検討していない 

 

 HIV 検査の実施について  

4 健診機関で HIV 検査を実施することについて、あてはまるものをお選びください 

あまり深く考えず、直感的にお答えください。 

1. 受診者から、HIV 検査を実施する要望がない □1:そうだ □2:ややそうだ □3:ややちがう □4:ちがう 

2. 「職場におけるエイズ問題に関するガイドライン」で 

HIV 検査が禁じられている 

□1:そうだ □2:ややそうだ □3:ややちがう □4:ちがう 

3. HIV 検査を実施するかどうか、判断する根拠となる 

情報が少ない 

□1:そうだ □2:ややそうだ □3:ややちがう □4:ちがう 

4. HIV 検査を実施するかどうかについて、誰に 

相談したらよいかわからない 

□1:そうだ □2:ややそうだ □3:ややちがう □4:ちがう 

5. 自施設単独の判断でなく、国や社会全体で 

統一的な判断が必要 

□1:そうだ □2:ややそうだ □3:ややちがう □4:ちがう 

6. 他施設の動向を見てから判断したい □1:そうだ □2:ややそうだ □3:ややちがう □4:ちがう 

7. 健診で HIV 検査を実施するのは社会的に意義があ

る 

□1:そうだ □2:ややそうだ □3:ややちがう □4:ちがう 

8. HIV 検査を実施することで利益が得られる □1:そうだ □2:ややそうだ □3:ややちがう □4:ちがう 

9. 健診会場でプライバシーに配慮して HIV 検査を 

実施するのが難しい 

□1:そうだ □2:ややそうだ □3:ややちがう □4:ちがう 

10. HIV 陽性者で、そのことをカミングアウトしていない

（職 

場や健診機関に伝えていない）人への配慮が難しい 

□1:そうだ □2:ややそうだ □3:ややちがう □4:ちがう 

11. HIV 検査の結果をプライバシーに配慮して本人に 

返却するのが難しい 

□1:そうだ □2:ややそうだ □3:ややちがう □4:ちがう 

12. HIV 検査の結果が陽性だった場合の事後措置 

（紹介状作成、受診勧奨）が難しい 

□1:そうだ □2:ややそうだ □3:ややちがう □4:ちがう 

 

5 次の項目は、貴施設で、HIV 検査の実施を検討する上で重要ですか。 

あてはまるものをお選びください。あまり深く考えず、直感的にお答えください。 

1. 健康診断受診者からの要望があること □1:そうだ □2:ややそうだ □3:ややちがう □4:ちがう 

2. 事業者からの要望があること □1:そうだ □2:ややそうだ □3:ややちがう □4:ちがう 

3. 根拠となる法令等が整備されていること □1:そうだ □2:ややそうだ □3:ややちがう □4:ちがう 

4. 国や行政から推奨されていること □1:そうだ □2:ややそうだ □3:ややちがう □4:ちがう 

5. 学術団体や学会ガイドラインで推奨されていること □1:そうだ □2:ややそうだ □3:ややちがう □4:ちがう 

6. 世論や社会全体で推奨されていること □1:そうだ □2:ややそうだ □3:ややちがう □4:ちがう 

7. 利益が得られること □1:そうだ □2:ややそうだ □3:ややちがう □4:ちがう 

8. 事務手続きが簡便であること □1:そうだ □2:ややそうだ □3:ややちがう □4:ちがう 

9. プライバシー保護の方法が明確であること □1:そうだ □2:ややそうだ □3:ややちがう □4:ちがう 

10. HIV 陽性者で、そのことをカミングアウトしていない 

（職場や健診機関に伝えていない）人に配慮するこ

と 

□1:そうだ □2:ややそうだ □3:ややちがう □4:ちがう 

11. 担当者向けの e ラーニングなど、研修の機会が 

あること 

□1:そうだ □2:ややそうだ □3:ややちがう □4:ちがう 

12. リーフレットなど、健診機関向けの情報が入手でき

る 

こと 

□1:そうだ □2:ややそうだ □3:ややちがう □4:ちがう 

13. その他 □1:そうだ □2:ややそうだ □3:ややちがう □4:ちがう 

「１３．その他」で HIV 検査の実施を検討する上で重要となる具体的な内容についてお答えください。 

 



(                                                                                               ) 

 

6 貴社が取得している認定制度について、お答えください。 

1.プライバシーマーク 

（一般財団法人日本情報経済社会推進協会） 

□1: すでに取得している □2: 今後取得する予定がある 

□3: 取得していない      □4: 知らない 

2. LGBT フレンドリー企業認定 

（PRIDE 指標など） 

□1: すでに取得している □2: 今後取得する予定がある 

□3: 取得していない      □4: 知らない 

3. 障害者雇用優良中小事業主 

（もにす認定） 

□1: すでに取得している □2: 今後取得する予定がある 

□3: 取得していない      □4: 知らない 

4. くるみん、プラチナくるみん 

（次世代育成支援対策推進法） 

□1: すでに取得している □2: 今後取得する予定がある 

□3: 取得していない      □4: 知らない 

5. えるぼし、プラチナえるぼし 

（女性活躍推進法） 

□1: すでに取得している □2: 今後取得する予定がある 

□3: 取得していない      □4: 知らない 

6. 健康経営優良法人、ホワイト 500、ブライト 500 □1: すでに取得している □2: 今後取得する予定がある 

□3: 取得していない      □4: 知らない 

7. SDGs 認定 □1: すでに取得している □2: 今後取得する予定がある 

□3: 取得していない      □4: 知らない 

8. その他 

 

□1: すでに取得している □2: 今後取得する予定がある 

□3: 取得していない      □4: 知らない 

   「８．その他」で「1.すでに取得している」、または「2.今後取得する予定がある」 具体的な認定制度をお答えください。 

 

   

（                                                                         ） 

 

7 次のそれぞれから、過去１年以内に、HIV についての情報を入手したことがありますか（複数選択可） 

□1. 都産健協 

□2. 業界団体（全衛連など１．以外） 

□3. 経済団体（商工会議所・経団連など） 

□4. 健康保険組合 

□5. 医療専門職（医師、保健師、看護師など） 

□6. 社会労務士 

□7. 中小企業診断士 

□8. 健康経営アドバイザー 

□9. 厚生労働省 

□10. 都道府県 

□11. 市町村 

□12. 報道（ニュース、テレビ番組、新聞） 

□13. 労働衛生機関（産業保健推進センター、産業保健総合支援センター、中災防など） 

□14. 大学・大学院など教育機関 

□15. 国立感染症研究所など研究機関 

□16. ソーシャルネットワークサービス（SNS） 

□17. その他（具体的に） 

 

8 次のそれぞれから、過去１年以内に、HIV 以外の感染症や予防接種についての情報（新型コロナウイルス感染症や

インフルエンザ等）は、入手したことがありますか（複数選択可） 

□1. 都産健協 

□2. 業界団体（全衛連など１．以外） 

□3. 経済団体（商工会議所・経団連など） 

□4. 健康保険組合 

□5. 医療専門職（医師、保健師、看護師など） 

□6. 社会労務士 

□7. 中小企業診断士 

□8. 健康経営アドバイザー 

□9. 厚生労働省 

□10. 都道府県 



□11. 市町村 

□12. 報道（ニュース、テレビ番組、新聞） 

□13. 労働衛生機関（産業保健推進センター、産業保健総合支援センター、中災防など） 

□14. 大学・大学院など教育機関 

□15. 国立感染症研究所など研究機関 

□16. ソーシャルネットワークサービス（SNS） 

□17. その他（具体的に） 

 

 事業所向けの検査やサービスについて  

9 現在、事業所健診のオプション検査（法定外項目）として選択することが可能な感染症検査をお答えください。（複数

選択） 

□1. B 型肝炎（HBs 抗原・HBs 抗体など) 

□2. C 型肝炎（HCV 抗体） 

□3. 麻疹 

□4. 風疹 

□5. 水痘・帯状疱疹 

□6. 流行性耳下腺炎（おたふくかぜ、ムンプス） 

□7. 梅毒 

□8. HPV 検査 

□9. 現在、オプション検査として感染症検査は実施していない 

 

10  現在、事業所健診のオプション検査（法定外項目のこと。例：便潜血、肺機能検査、乳がん検診、子宮がん検診、腫

瘍マーカー、PSA など）として実施している検査項目について、あてはまるものをすべてお答えください。（複数選択） 

□1. 検査結果は、紙媒体で個人に返却している 

□2. 検査結果は、電子データで個人に返却している 

□3. 検査結果は、紙媒体で事業者ごとに返却している 

□4. 検査結果は、電子データで事業者ごとに返却している 

□5. 検査後、異常が発見された場合、健診機関から紹介状を発行している 

□6. 事業所健診で、オプション検査を受診したかどうかを、事業者に知らせないようにすることができる 

□7. 事業所健診で、オプション検査の結果を、事業者に知らせず、本人にのみ通知することができる 

 

11  現在、事業所向けにワクチン接種を実施している場合、ワクチンの種類をお答えください（複数選択可） 

□1. 現在、事業所向けにワクチン接種は提供していない 

□2. 季節性インフルエンザワクチン 

□3. 水痘・帯状疱疹ワクチン 

□4. 新型コロナウイルスワクチン 

□5. 肺炎球菌ワクチン 

□6. HPV ワクチン 

□7. 麻疹・風疹ワクチン 

□8. その他のワクチン（具体的に：         ） 

 

 HIV 検査に関連する法令等について  

12  「職場におけるエイズ問題に関するガイドライン(平成 7 年 2 月 20 日)(/基発第 75 号/職発第 97 号/)」をご存知です

か。 

□1. 知っている  □2. 知らない     

https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=00tc4517&dataType=1&pageNo=1 

 

13  労働安全衛生法第 104 条に基づく「労働者の心身の状態に関する情報の適正な取扱いのために事業者が講ずべ

き措置に関する指針」に準じた「健康情報等に関する取扱い規程」をご存知ですか。 

□1. 知っている   □2. 知らない       

 

 

 

 

https://jsite.mhlw.go.jp/okayama-roudoukyoku/newpage_00155.html 

 

https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=00tc4517&dataType=1&pageNo=1
https://jsite.mhlw.go.jp/okayama-roudoukyoku/newpage_00155.html


質問は以上です。ご協力ありがとうございます。  ++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++++ 

●回答にあたり、謝金の支出を予定しております。謝金を辞退される場合はお申し出ください。 

□謝金は辞退する 

 

●協力機関として、研究班ウェブサイト、および厚労科研報告書の謝辞に「機関名」を記載することを予定しています。希

望されない場合はお申し出ください。 

□謝辞は辞退する 

 

●御回答いただいた内容について、研究事務局から確認等の連絡をさせていただく場合があります。 

希望されない場合は「照会不可」と記入ください。 

□照会可            □照会不可 

部署名  

ご担当者名  

職位  

電話番号  

メールアドレス  

 

 



資料2 調査結果
職域におけるHIV感染症に関する知識
の普及啓発の促進に向けた研究

結果1. 事業所健診でのHIV検査実施状況（n=22）

4

5

9

9

5

4

13

行政からの委託事業として実施し

ている

事業者から希望があった場合に実

施している

受診者本人から希望があった場合

に実施している

現在HIV検査を実施している

はい いいえ
いいえの内、
今後実施を検討している2/12機関

健診機関アンケート調査結果 2024/12/24-2025/１/31

事業所健診でHIV検査を実施している(n=9)
1-1. HIV検査実施のタイミングについて

1

1

1

3

4

9

8

8

8

6

5

感染症のセット項目

海外赴任者のセット項目

針刺し事故対応

入社時や配属時の健康診断

健康診断や人間ドックのオプション

本人希望があった場合に随時

はい いいえ

健診機関アンケート調査結果 2024/12/24-2025/１/31



資料2 調査結果
職域におけるHIV感染症に関する知識
の普及啓発の促進に向けた研究

事業所健診でHIV検査を実施している(n=9)
1-2. 検査結果の個人情報としての取り扱い

3

7

8

6

2

特に本人同意を得ることはしていない

他と同様の包括同意

個別で本人の同意を得ている

はい いいえ

1

健診機関アンケート調査結果 2024/12/24-2025/１/31

事業所健診でHIV検査を実施している(n=9)
1-3. HIV検査結果の返却方法

1

3

2

5

1

8

6

7

9

4

履歴が翌年以降に表示されることはない

事業者以外の依頼者に紙媒体で返却

事業者あてにデータで返却

事業者あてに紙媒体で返却

本人あてにデータで返却

本人あてに紙媒体で返却

はい いいえ

4

健診機関アンケート調査結果 2024/12/24-2025/１/31



資料2 調査結果
職域におけるHIV感染症に関する知識
の普及啓発の促進に向けた研究

結果2. HIV検査実施についての考え(n=18)
2-1. 健診でHIV検査を実施することについて

3
5

8
8
8

10
10

12
14
14
15
15

15
13

10
10
10

8
8

6
4
4
3
3

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

H7年ガイドラインで禁じられている

誰に相談したらよいのかわからない

他施設の動向を見てから判断したい

検診での実施は社会的に意義がある

判断の根拠となる情報が少ない

HIV検査を実施することで利益が得られる

プライバシーに配慮して結果返却するのが難しい

国や社会全体で統一的な判断が必要

検査結果が陽性だった場合の事後措置が難しい

プライバシーに配慮して検査するのが難しい

受診者から、HIV検査を実施する要望がない

カミングアウトしていない方への配慮が難しい

はい いいえ

*

*

*

**

†

†

‡

**

‡
**

†

*個人情報の取り扱い
**受診者や社会全体のニーズ
†実務（手続き、費用、研修）
‡行政や学会の推奨 健診機関アンケート調査結果 2024/12/24-2025/１/31

‡

2-2. HIV検査の実施を検討する上で
重要と考えること(n=21)

14
14
14
15
15
16
16
17
17
18
19
19

6
5
5

5
5
4
4
3
3
2

2
2

0 5 10 15 20 25

事業者からの要望があること

国や行政から推奨されていること

eラーニングなど、研修の機会があること

健康診断受診者からの要望があること

学会ガイドライン等で推奨されていること

利益が得られること

世論や社会全体で推奨されていること

根拠となる法令等が整備されていること

リーフレットなど情報が入手できること

事務手続きが簡便であること

カミングアウトしていない方に配慮すること

プライバシー保護の方法が明確であること

はい いいえ

**

‡

**

**

*

*

†

†

†

†

‡

‡

*個人情報の取り扱い
**受診者や社会全体のニーズ
†実務（手続き、費用、研修）
‡行政や学会の推奨

健診機関アンケート調査結果
2024/12/24-2025/１/31



資料2 調査結果
職域におけるHIV感染症に関する知識
の普及啓発の促進に向けた研究

結果3.
感染症について
情報を入手した経路
(n=21)

0
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4

4

4
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5

0 2 4 6 8 10 12 14

労働衛生機関（さんぽセンター、中災防など）

市町村

都道府県

医療専門職（医師、看護師など）

報道（ニュース・テレビ・新聞）

厚生労働省

全衛連など

都産研協*

HIV以外（新型コロナ・インフル） HIV

健診機関アンケート調査結果
2024/12/24-2025/１/31

*東京都産業保健健康診断機関連絡協議会

結果4. エイズ以外の健診オプションについて
4-1. 法定外項目*の返却方法について (n=20)

11

9

11

15

11

9

11

9

13

5

検査結果を事業者に知られないようにできる

検査受診有無を事業者に知られないようにできる

事業者あてにデータで返却

事業者あてに紙媒体で返却

本人あてにデータで返却

本人あてに紙媒体で返却

はい いいえ

9

7

健診機関アンケート調査結果 2024/12/24-2025/１/31

*がん検診など



資料2 調査結果
職域におけるHIV感染症に関する知識
の普及啓発の促進に向けた研究

4-2. 事業所健診のオプションとして
選択することが可能な感染症検査 (n=20)

12

12

13

14

16

17

19

19

8

8

7

6

4

3

1

1

0 5 10 15 20 25

おたふくかぜ、ムンプス

水痘・帯状疱疹

梅毒

HPV

麻疹

風疹

C型肝炎

B型肝炎

はい いいえ

健診機関アンケート調査結果 2024/12/24-2025/１/31

4-3. 事業所向けに提供している予防接種(n=20)

1
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4

4

8

14

17
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13

13

9

3

3

0 5 10 15 20 25

新型コロナウイルスワクチン

肺炎球菌ワクチン

HPVワクチン

水痘・帯状疱疹ワクチン

麻疹・風疹ワクチン

季節性インフルエンザワクチン

事業所向けにワクチン接種を提供している

はい いいえ

健診機関アンケート調査結果
2024/12/24-2025/１/31



資料2 調査結果
職域におけるHIV感染症に関する知識
の普及啓発の促進に向けた研究

結果5  関連法令や認証制度について
5-1. 職場のHIV検査に関連する法令等について(n=20)

•「職場におけるエイズ問題に関するガイドライン」
を知っている
6/20機関

•労働安全衛生法第104条に基づく「労働者の心身の
状態に関する情報の適正な取扱いのために事業者が
講ずべき措置に関する指針」に準じた「健康情報等
に関する取扱い規程」を知っている
15/20機関

健診機関アンケート調査結果 2024/12/24-2025/１/31

5-2. 取得している認定について(n=20)

0

0

1

6

14

19

19

18

13

5

LGBTフレンドリー企業

障害者雇用有料中小事業主

SDGS認定

健康経営優良法人

プライバシーマーク

はい いいえ

健診機関アンケート調査結果 2024/12/24-2025/１/31
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                       機関名 独立行政法人国立病院機構名古屋医療センター 

 
               所属研究機関長 職 名  院長 
                                                                                      
                       氏 名  小寺 泰弘           
 

   次の職員の令和 6 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 
１．研究事業名 エイズ対策政策研究事業                                         

２．研究課題名 職域における HIV 感染症に関する知識の普及啓発の促進に向けた研究         

３．研究者名  （所属部署・職名）臨床研究センター 免疫不全研究室・客員研究員          

    （氏名・フリガナ）増田 将史 ・ マスダ マサシ                    

４．倫理審査の状況 

  

該当性の有

無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 ■   □ ■ 名古屋医療センター □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                  

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                  

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 





別紙５  
 

「厚生労働科学研究費における倫理審査及び利益相反の管理の状況に関する報告について 
（平成26年4月14日科発0414第5号）」の別紙に定める様式（参考） 

 
 

R7 年 2 月 10 日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                      
                                           
                              機関名 産業医科大学 

 
                      所属研究機関長 職 名    学長 
                                                                                      
                              氏 名     上田 陽一      
 

   次の職員の令和 6 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 

１．研究事業名  エイズ対策政策研究事業                            

２．研究課題名  職域における HIV 感染症に関する知識の普及啓発の促進に向けた研究        

３．研究者名  （所属部署・職名）   医学部 医学概論・准教授                               

    （氏名・フリガナ）   石丸 知宏（イシマル トモヒロ）                               

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 ■   □ ■ 産業医科大学倫理委員会 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 
 



 
令和7年2月10日 

厚生労働大臣                                         
（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                      
                                           
                       機関名 独立行政法人国立病院機構名古屋医療センター 

 
               所属研究機関長 職 名  院長 
                                                                                      
                       氏 名  小寺 泰弘          
 

   次の職員の令和 6 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 
１．研究事業名 エイズ対策政策研究事業                                         

２．研究課題名 職域における HIV 感染症に関する知識の普及啓発の促進に向けた研究         

３．研究者名  （所属部署・職名）臨床研究センター 感染・免疫研究部 ・ 感染症研究室長     

    （氏名・フリガナ）今橋真弓・イマハシマユミ                    

４．倫理審査の状況 

  

該当性の有

無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 ■   □ ■ 名古屋医療センター □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                  

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                  

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 




